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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ドミニカ共和国 案件名：全国廃棄物管理制度・能力強化プロジェクト 

分野：廃棄物 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部環境管理グルー

プ環境管理第二チーム 

協力金額（終了時評価調査時点）：約 4.3 億円 

協力期間： 

（R/D：2013 年 8 月 9 日） 

2014 年 1 月～2017 年 1 月（3 年間） 

先方関係機関：環境天然資源省（MARENA） 

日本側協力機関：日本工営株式会社 

他の関連協力 

【国際協力機構：JICA】 

・技術協力プロジェクト「サント・ドミンゴ特別区廃棄物総合管理能力強化プロジェクト」 

（2009～2012 年） 

・開発調査「サント・ドミンゴ特別区廃棄物総合管理計画調査」（2005～2006 年） 

【他の援助機関：EU, IDB, GIZ】 

・「SABAMAR プロジェクト」（EU、2006 年終了） 

・「廃棄物の広域処理に関するマスタープラン調査」（IDB、2012 年終了） 

・「GIRESOL ネットワークプロジェクト」（IDB、2013 年終了） 

１－１ 協力の背景と概要 

ドミニカ共和国は、順調な経済発展を遂げており、排出される廃棄物量も劇的に増加している。

このため、オープンダンピングによる最終処分などの不適正な廃棄物管理が公衆衛生上の問題を引

き起こし、周辺住民への健康影響が懸念される状況にある。 

当該分野を所管する環境天然資源省（MARENA）は「廃棄物に係る一般法」の制定を進め、国の

主導により廃棄物管理政策を改善する姿勢を示している。また、MARENA を中心として廃棄物管

理にかかわる省庁、公的機関、NGO が意見交換を行うネットワーク「CCN-GIRESOL」の体制が発

足している。さらに、各地方自治体を連合化し、最終処分場の建設などの共同での廃棄物管理をめ

ざす動きも進められている。しかし、法の施行に向けた関連法令（省令や規則）の検討は開始され

ておらず、MARENA が全国の地方自治体に対して指導・支援を展開するためには、制度及び組織

の能力強化が必要である。以上の背景のもと、ドミニカ共和国は日本に対して技術支援の要請を行

い、これを受けて JICA は 2013 年 6 月に詳細計画策定調査を実施し、2013 年 8 月に MARENA 側と

技術協力プロジェクトの基本的枠組みについて合意し、2014 年より本件協力を実施することになっ

た。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトはドミニカ共和国において、MARENA を対象に全国廃棄物管理制度に係る計画

策定能力及び実施能力の向上により、全国の廃棄物管理状況の改善に寄与するものである。 
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（1）上位目標 

  ドミニカ共和国の全国の廃棄物管理状況が改善される。 

  周辺国との統合的廃棄物管理（ISWM）システムに関する情報交換が、促進される。 

 

（2）プロジェクト目標 

  ドミニカ共和国の統合的廃棄物管理（ISWM）の中央政府と地方自治体の管理体制が環境天然

資源省を通じて、構築される。 

 

（3）成果 

1）環境天然資源省により、県支所、地方自治体、協力機関の役割が整理される。 

2）環境天然資源省により、「自治体 ISWM 計画策定指針、ガイドライン・マニュアル」の案が

作成される。 

3）環境天然資源省と協力機関との連携の下、モデル自治体・地方自治体連合体においてパイロ

ットプロジェクトを行いながら、地方自治体・地方自治体連合体の ISWM 計画作成の支援が

なされる。 

4）環境天然資源省と協力機関との連携の下、周辺国と経験の共有と意見交換を通じて、地方自

治体（単独もしくはモデル地方自治体連合体）の ISWM 計画が改善される。 

5）環境天然資源省と協力機関との連携の下、施行令・施行規則（案）、自治体 ISWM 計画策定

ガイドライン・マニュアルが成案となる。 

 

（4）投入（終了時評価調査時点） 

1）日本側：総現地投入額 約 4.3 億円 

  専門家派遣：短期専門家 13 名、合計（68.43 人月） 

  一般現地経費：0.27 億円 

研修・ワークショップ開催費（機材供与費も含む）：0.1 億円 

2）ドミニカ共和国側 

  カウンターパート（C/P）配置：10 名 

  施設提供：MARENA 本部内にプロジェクトチーム用執務室として 1 部屋 

  一般経費：263 万ドミニカペソ（約 57,700 米ドル） 

  研修・ワークショップ開催経費：182 万ドミニカペソ（約 40,700 米ドル） 

  総額 446 万ドミニカペソ（約 97,700 米ドル） 

２．評価調査団の概要 

調査者 ＜日本側＞ 

団長 吉田 充夫 JICA 国際協力専門員 

協力企画 村田 貴朗 JICA 地球環境部 環境管理第二チーム 

協力企画 立山 宣子 JICA ドミニカ共和国事務所所員 

評価分析 望月 昭宏 株式会社アイコンズ 

＜ドミニカ共和国側＞ 

Jose Ronaldo Torres            経済計画開発省 
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Aida Rosario                   環境天然資源省 

Yamilkis Flores Guzman         ドミニカ地方自治体連合 

Manual A.Acosta A              ドミニカ地方自治体連盟 

調査期間：2016 年 9 月 2 日〜9 月 16 日 評価種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認（成果の達成状況及びプロジェクト目標達成の見込み） 

（1）投入・活動実績 

  本プロジェクトは一部遅延を伴う活動も見受けられるものの、おおむね活動計画の予定に沿

って活動が実施されている。 

 

（2）成果の達成状況 

成果 1：環境天然資源省により、県支所、地方自治体、協力機関の役割が整理される。 

成果 1 はプロジェクト期間内の達成が見込まれる。協力機関の役割を定めたインベントリー

（指標 1-1）、廃棄物に関する一般法案の分析（指標 1-2）は達成した。また、関係機関の役割

と機能を定義した施行令の作成（指標 1-3）に関しては、MARENA が作成準備に着手しており、

プロジェクト期間内の達成が見込まれる。 

 

成果 2：環境天然資源省により、「自治体 ISWM 計画策定指針、ガイドライン・マニュアル」の案

が作成される。 

成果 2 はプロジェクト期間内に達成が見込まれる。「全トレーニング計画の作成（指標 2-1）」、

「MARENA 全 31 支所から 1 名以上が指導員訓練（ToT）の受講（指標 2-2）」は達成された。

他方、「指針、マニュアル、ガイドライン（指標 2-3）」については、パイロットプロジェクト

（P/P）の結果を踏まえて最終化の段階にあり、プロジェクト期間内に目標を達成する予定であ

る。 

 

成果 3：環境天然資源省と協力機関との連携の下、モデル自治体・地方自治体連合体においてパ

イロットプロジェクトを行いながら、地方自治体・地方自治体連合体の ISWM 計画作成の支援

がなされる。 

成果 3 はプロジェクト期間中の達成状況が見込まれる。モデル自治体の選定（指標 3-1）、地

方自治体向け ISWM 研修報告書策定（指標 3-3）は達成された。他方、モデル自治体・自治体

連合体の報告書作成（指標 3-2）及びモデル自治体の ISWM 計画案の最終化（指標 3-4）はプロ

ジェクト期間内の達成が見込まれる。アスア自治体連合（MANCOM）結成に伴い、供与機材

として重機が投入されることになったが、調達手続きが遅れている。そのため、P/P の達成に

は数か月の延長が必要な状況となっている。なお、MARENA が雇用しているプログラマーの

相次ぐ退職により ISWM データベース構築が遅れている。 

 

成果 4：環境天然資源省と協力機関との連携の下、周辺国と経験の共有と意見交換を通じて、地

方自治体（単独もしくはモデル地方自治体連合体）の ISWM 計画が改善される。 

成果 4 はプロジェクト期間中に設定されている全部の指標が達成することが見込まれる。ワ
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ークショップを通じた周辺国との情報交換（指標 4-1）、ワークショップ参加国からの情報入手

（指標 4-2）、及び周辺国からのコメント入手（指標 4-3）は達成した。なお、終了時評価調査

時点で達成していない指標である、モデル自治体・地方自治体連合体の ISWM 計画（改訂版）

の作成（指標 4-4）は、2016 年 10 月に達成される見込みである。 

 

成果 5：環境天然資源省と協力機関との連携の下、施行令・施行規則（案）、自治体 ISWM 計画策

定ガイドライン・マニュアルが成案となる。 

終了時評価調査時点ではいずれの指標も達成されていないが、各指標に対応する活動が最終

段階にあることより、2016 年 12 月に全指標の達成が見込まれる。国政地方選挙キャンペーン

の影響による地方自治体との協働の遅れ、そして廃棄物に関する一般法の未成立が、成果の達

成が遅れる要因となった。なお、今後成立予定の廃棄物に関する一般法の内容次第では、プロ

ジェクトが作成した一般法の施行令・施行規則案（指標 5-1）、廃棄物関連法制度の枠組みに対

する MARENA レベルでの提案最終化（指標 5-2）、自治体 ISWM 計画策定指針、ガイドライン・

マニュアル最終化（指標 5-3）の内容につき見直しの必要性が生じることも想定される。 

 

（3）プロジェクト目標の達成状況 

【プロジェクト目標】ドミニカ共和国の統合的廃棄物管理（ISWM）の中央政府と地方自治体の

管理体制が環境天然資源省を通じて、構築される。 

おおむねプロジェクト目標を達成することが見込まれる。プロジェクト目標の達成度を計測

する 3 つの指標に関する達成度は以下のとおりである。「プロジェクト成果を踏まえた

MARENA 廃棄物関連法規定の改定（指標 1）」は達成された。「ISWM 計画を策定した自治体の

把握と公表（指標 2）」は 2016 年 12 月に達成見込みである。ただし、MANCOM における P/P

については、機材調達の遅れに伴う活動遅延が認められたことから、完結のためには短期間の

延長が求められる。 

また、「県支所による自治体の ISWM 計画策定支援の実施（指標 3）」はプロジェクト活動に

より初めて導入されたものである。そのため、プロジェクトによるゼロからのスタートである

ことを考慮すると、県事務所の能力はおおむね向上したと評価できる。ただし、県事務所によ

り自治体支援能力に差が認められるため、MARENA は県事務所に対する能力強化支援を継続

的に実施していくことが求められる。 

 

（4）上位目標の達成状況（見込み） 

【上位目標】ドミニカ共和国の全国の廃棄物管理状況が改善される。 

周辺国との統合的廃棄物管理（ISWM）システムに関する情報交換が、促進される。 

プロジェクト終了後、MARENA が必要な方策をとり、継続すれば、上位目標は達成が見込

まれる。設定されている 4 つの指標の達成見込みは以下のとおりである。 

周辺国との定期的な情報共有（指標 4）については終了時評価調査時点で既に達成したと判

断される。また、全地方自治体の 60％が研修を受講（指標 2）については達成が見込まれる。

他方、2 つの自治体連合体を含む 31 地方自治体が ISWM 計画を策定（指標 1）、複数自治体に

よる最終処分が 3 か所で実現（指標 3）に関しては、MARENA がプロジェクト終了後も必要な
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方策をとることで目標の達成が見込まれる。ただし、目標の実現には投資に関する具体的な方

針、及び財務計画の策定が不可欠となる。また、MARENA、県事務所、地方自治体の継続的な

努力と協働に加えて、財務省、国会といった中央政府の理解と支援を得ることが予算、財政上

の問題解決に不可欠である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

【ドミニカ共和国政府の政策との整合】 

国家開発戦略 2030 のなかで廃棄物収集の改善と最終処分場の持続性の確保を政策として掲

げている。また、MARENA は 2012～2016 年の戦略計画で、「都市廃棄物の総合管理プログラ

ムの開発」「最終処分場の適正化」「3R（Reduce, Reuse and Recycle）の導入」の必要性を定めて

いる。各地方自治体が統合的廃棄物管理計画を立案できることを目的としており、ドミニカ共

和国の推進する地方自治体の行政権限強化方針とも一致している。 

 

【日本政府の政策との整合】 

わが国は対ドミニカ共和国経済協力政策協議（2011 年 8 月）の結果などを踏まえ、持続的な

経済発展、貧困削減、環境保全の 3 分野において、引き続き効率的・効果的な実施を図ること

としている。 

 

【受益者ニーズとの整合】 

MARENA は廃棄物規制における責任官庁であるが、廃棄物管理における MARENA の責任と

義務が明確とはなっていない。この曖昧性を解決するため、廃棄物に係る一般法案が国会に提

出された。同法案は組織としての MARENA の権利と責任を明確に定めたものである。また、

本プロジェクトは当該法案で規定された廃棄物管理を実践するために、MARENA が必要とな

る ISWM 能力の向上を目的としたものであり、MARENA のニーズに合致している。 

 

（2）有効性：やや高い 

  有効性は「やや高い」と判断される。終了時評価調査時点では、外部条件として設定されて

いる廃棄物に関する一般法が未成立であるものの、プロジェクト目標の達成を測るため 3 つの

指標が設定されているが、2 つは達成されており、残る 1 つもプロジェクト期間中の達成が見込

まれる。 

  ISWM 政策の推進には、MARENA と自治体の役割を明確にして、それぞれの管理・計画能力

の向上を実現することが必要である。そのため各成果はプロジェクト目標達成に必要な要素を

網羅しており、成果からプロジェクト目標に至る因果関係は十分にあるといえる。 

 

（3）効率性：やや高い 

  本プロジェクトの効率性は「やや高い」と判断される。専門家派遣に関しては、質量ともに

十分かつ的確なタイミングで投入がなされており、活動や成果の達成におおむね効率的に活用

されている。また、プロジェクト前半とは異なり、アスア市を中心とする自治体連合体が結成
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されたことは、効率性の向上に大きく貢献した。 

 

（4）インパクト：やや高い 

  本プロジェクトのインパクトは終了時評価調査時点において、上位目標の達成見込みが期待

されること、また、プロジェクトによる周辺国との情報共有といった波及効果が確認されたこ

とから「やや高い」と判断される。 

 

（5）持続性：やや高い 

  終了時評価調査時点で本プロジェクトの持続性は「やや高い」と判断される。他方、政策・

制度面、組織面、財政面、技術面に関しては以下の点が確認された。 

 

【政策面・制度面】 

国家開発戦略 2030 で示されている廃棄物回収の効率性改善と最終処分場の持続的利用方法

の実現に対する政策が、大きく転換されプロジェクトに負の影響を及ぼす可能性は低いと判断

される。 

 

【組織面】 

2015年の組織改編に伴い、これまで他部局に分散していたC/Pが単一の部局に一元化された。

これにより MARENA が ISWM 政策を継続的に実施していくうえでの組織体制が大幅に改善し

た。 

 

【財政面】 

終了時評価時点において、財務面の持続性は十分であるとはいえないが、初年度と比較すれ

ば一定の改善傾向を示している。今後、MARENA は ISWM の推進に必要となる予算確保に一

層の努力を要することが求められる。 

 

【技術面】 

MARENA に対する技術移転は十分になされたことにより、MARENA は独自に能力強化を継

続していくことが可能となった。また、周辺国との情報供給、ISWM トレーニングを通じた地

方自治体に対する継続的な能力強化は、ISWM 計画の全国展開に貢献することが見込まれる。

自治体連合体の形成促進と強化は引き続き重要課題である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

計画内容に関すること 

特になし 

 

実施プロセスに関すること 

（1）ISWM に向けた MARENA のコミットメント 

  MARENA は廃棄物を管轄する官庁として、ISWM を確立することに対して、プロジェクト開
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始時点から終了時評価調査時点まで一貫して強いコミットメントを示している。さらに、国家

開発戦略 2030 に基づき「自治体のための政策」と称する ISWM 方針をプロジェクト開始時点で

策定済みであり、こうした MARENA の意欲的な活動は、円滑かつ効果的なプロジェクトの実施

に大いに貢献した。さらに、MARENA の強いコミットメントが MANCOM の実現の要因にもな

っている。 

 

（2）MARENA の組織改編 

  2014 年末までは C/P メンバーが異なる部局に所属し、指揮系統が統一されておらず、プロジ

ェクトの円滑な実施に少なからず悪影響を与えた。組織改編以降はすべての C/P メンバーが同

じ部局に所属し、かつプロジェクトディレクターが廃棄物及び地方自治局（Direction of Solid 

Waste and Municipal Issues）の局長に任命され、指揮系統が一元化され、プロジェクトの実施体

制の改善に大きく貢献した。 

 

（3）アスア市長のリーダーシップと MARENA の継続的な支援 

  ISWM 計画の推進には、自治体連合体の形成が理想的である。その一方で、自治体連合体の正

式な結成には法規面における手続上の困難さがある。そのため中間レビュー調査時点より

MANCOM の中核となるアスア市長が問題を解決し、自治体連合体の結成に強力なイニシアチブ

とリーダーシップをもって対応してきた。また、MARENA は法律アドバイザーを任命し、法規

上の手続きを促進するため多方面から支援を行ってきた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

計画内容に関すること 

（1）自治体連合体結成に向けた合意形成の困難 

  自治体連合体を結成し ISWM に対処する利点について各自治体は十分に認識している。しか

しながら、実際に連合体を結成する段階では、顕在化してくる経済面、政治面等の課題に対す

る合意形成は困難を伴い、自治体連合体の結成を妨げている。 

 

（2）廃棄物に係る一般法及び関連法案に対する承認の遅延 

  廃棄物に係る一般法及び関連法案の承認は、本プロジェクトの開始前に成立していることが

見込まれていた。更なる遅延は、成果 5 の実現に対して大きな阻害要因となりうる。 

 

実施プロセスに関すること 

廃棄物最終処分場の設置に関し、地方自治体と地域住民の間における合意形成は大きな困難を

伴うため、合理的な ISWM を推進するうえでの阻害要因となりうる。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクト期間を短期間延長するならば、プロジェクト目標の達成は実現可能であると判断さ

れる。他方、「廃棄物に関する一般法」の成立、自治体連合体の結成に必要となるステークホルダ

ーとの調整、MANCOMに対する支援が必要である。特にMANCOMを成功モデルとして、今後 ISWM
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計画の全国展開を実現するためには、極めて重要である。 

5 項目評価については、妥当性は「高い」、有効性、効率性、インパクト、持続性については「や

や高い」と判断される。プロジェクト目標は前述のとおりおおむね達成することが見込まれる。ま

た、上位目標の達成については、プロジェクト終了後、MARENA が最終処分場の建設に係る具体

的な投資計画、財務計画の策定及び必要な財源確保を実現するために財務省、国会など中央政府の

理解と支援を得ることが求められる。 

 

３－６ 提 言 

（1）プロジェクト期間の短期延長（数か月程度）を行い、アスア市の P/P を完成すること 

  ISWM のドミニカ共和国全土への普及を実現するためには、自治体連合体の形成と発展が最重

要事項である。そのため、プロジェクトで誕生した MANCOM を成功モデルに導くことが重要

である。重機の調達遅延により最終処分場の運用、修繕、維持に係るトレーニングが実施され

ていない。そのため、MARENA、経済計画開発省（MEPyD）、JICA の三者は数か月のプロジェ

クト期間の延長を議論し合意すべきである。 

 

（2）広域埋立処分場の投資・財源計画について検討すること 

  現在、多くの自治体が廃棄物処理の問題解決のため自治体連合体の結成に関心を抱いている。

その一方で最終処分場をどの自治体に建設するかについては、関係者間の合意形成が非常に困

難な課題である。合意形成を困難にしている大きな要因が財源の問題である。そのためMARENA

とプロジェクトはこうした現実に対応することが求められている。特に MARENA は具体的に財

源確保手段について調査、検証する必要がある。 

 

（3）廃棄物に関する全国データベース・システムを完成し、政策・計画決定に資するようにする

こと 

  各自治体の最新の廃棄物管理情報が共有されることで、MARENA が全国自治体の廃棄物管理

状況を的確に把握し、有効な政策が実施可能になるという目的でデータベースが設計、投入さ

れた。だが、プログラマーの度重なる退職によりデータベースは未完成である。全国の自治体

の廃棄物管理状況を把握するためにも、早急にプログラマーを雇用し、データベース・システ

ムを確実に完成させることが求められる。 

 

（4）県職員を主たる対象として ToT を継続開催し地方人材を育成すること 

  MARENA の全県事務所は、ToT に最低 1 名職員を派遣して能力強化を実現している。他方、

自治体の相談に対してすべての県事務所が十分な対応が行えているわけではない。事実、一部

の自治体では県事務所では十分な相談・指導が受けられないとして、県事務所を飛び越し

MARENA 本部に直接相談するケースも散見される。こうした現状を踏まえると、MARENA は

今後も県事務所に対して能力強化支援を継続的に実施していくことが求められている。 

 

（5）広域廃棄物管理のための自治体連合の形成を促進すること 

  ISWM の実現のためには自治体連合の形成は最重要課題の 1 つであり、ドミニカ政府の政策と
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も合致している。そのため MARENA は自治体連合の形成促進を継続していくことが求められ

る。 

 

３－７ 教 訓 

（1）自治体首長のリーダーシップと C/P の一貫した支援の重要性 

  利害関係が必ずも一致しない自治体をまとめて、自治体連合体の形成を実現に導くためには、

中核となる自治体首長の強力なリーダーシップが何よりも重要である。また、これを技術面、

法制面等の観点より強力にサポートする C/P の支援も不可欠である。 

 

（2）自治体側のコンタクトパーソン選定 

  選挙によってこれまでのコンタクトパーソンのほとんどが替わってしまうことも珍しくな

い。そのため、コンタクトパーソンの選定に関してはプロジェクト開始当初より、選挙による

影響を想定し、人員交代による影響を最小限にとどめる配慮を施すことが望ましい。 
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Summary of Terminal Evaluation 

I. Outline of the Project 

Country: Dominican Republic Project title: Project for Institutional Capacity 

 Development on Nation-wide Solid Waste Management in 

Dominican Republic 

Issue/Sector: Solid Waste Management Cooperation scheme: Technical cooperation project 

Division in charge: JICA Global  

Environment Department 

Total cost (at the time of the Terminal Evaluation): 430 

million Japanese Yen 

Period of 

Cooperation 

2014/1-2017/1 

 

Partner Country’s Implementing Organization: 

Ministry of Environment and Natural Resources(MARENA)

Supporting Organization in Japan: Nippon Koei Co., Ltd.

1. Background of the Project 

As the Dominican Republic has attained a steady economic development, the generation of solid 

waste is also increasing. Thus, the negative impact on the health of residents is concerning due to 

improper solid waste management such as many open dumping sites for final disposal of waste. 

The Ministry of Environment and Natural Resources (MARENA), the governing entity of the Solid 

Waste Management (SWM) sector, envisages an improvement in the SWM policies and system 

through a series of initiatives on behalf of the national government, while it has been promoting the 

“General Law of Solid Waste”. MARENA has also played a very important role in 

“CCN-GIRESOL”, the committee for inter-institutional coordination with respect to SWM, which 

consists of exchanges between national authorities, public organizations and NGOs. In addition, 

organizing municipal associations composed by various municipalities for the construction and 

management of appropriate regional final disposal sites is another work in progress in this sector. 

However, the policies and regulations for enforcing the law have not been discussed. There are urgent 

needs of reinforcing the capability of MARENA to coordinate a nation-wide system on integrated 

solid waste management (ISWM) as well as to promote practices of instructing and consulting with 

local municipalities. Given these situations, upon the request of the technical cooperation project 

from the Government of the Dominican Republic to the Government of Japan, JICA has conducted 

the detailed planning survey in June 2013 and the Project has been started since 2014. The framework 

of the technical cooperation project, which aims at the development of institutional capacity of the 

nation-wide ISWM, was agreed on, registered in the Record of Discussion (R/D), and signed by both 

parties, the Dominican Republic and Japan, to commence the project execution. JICA initiated the 

Project of three years from January 2014 to December 2016. 

 

2. Project Overview 

(1) Overall Goal 

Situation of nation-wide Solid Waste Management in Dominicam Republic is improved. 

Information exchange with neighboring conutries is improved. 
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(2) Project Purpose 

System of Integrated Solid Waste Management (ISWM) at central government and municipality 

level is established in Dominican Republic through Ministry of Environment and Natural Resources. 

 

(3) Outputs 

Output 1: System of Integrated Solid Waste Management (ISWM) at central government and 

municipality level is established in Dominican Republic through Ministry of Environment 

and Natural Resources. 

Output 2: Ministry of Environment and Natural Resources makes “principles, guidelines and manuals 

for formulating ISWM plan by municipalities (draft)” 

Output 3: Ministry of Environment and Natural Resources in collaborating with Cooperating 

Institutions supports model municipality(s) and municipal association(s) formulating the 

ISWM plan by them while conducting the pilot project. 

Output 4: Ministry of Environment and Natural Resources in collaborating with Cooperating 

Institutions reviews and improves the municipality(s)’ ISWM plan by sharing and 

exchanging experience with neighboring countries. 

Output 5: Ministry of Environment and Natural Resources in collaborating with Cooperating 

Institutions finalizes the formulation of resolutions, regulations and “principles, guideline 

and manuals” for making ISWM plan by municipality and municipal associations for 

implementation of nation-wide ISWM plan. 

 

(4) Inputs (as of the Terminal Evaluation) 

Japanese side: Total local cost 430 million yen 

Japanese Experts: 13 persons (68.43MM) 

Equipment: Vehicle 

 

Dominican Republic side: 

Counterparts: 10 persons 

Facilities: Office space for the project team (C/P of MARENA and Japanese experts) 

Local Cost: RD$ 4,460,258 (Approx. US$ 98,000) 

Others: Electric, water, custom duty, others 

II. Evaluation Team 

 <Japanese Side> 

Members of 

Evaluation 

Team 

Mitsuo Yoshida Team Leader (JICA) 

Takaaki Murata Cooperation Planning (JICA) 

Nobuko Tateyama Cooperation Planning (JICA Dominican Republic Office) 

Akihiro Mochizuki Evaluation and Analysis (ICONS Inc.) 
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< Dominican Republic Side> 

Jose Ronaldo Torres Ministry of Economy, planning and Development 

Aida Rosario Ministry of Environment and Natural Respurces 

Yamilkis Flores Guzman Dominican Federation of Municipalities 

Manuel A.Acosta A. Dominican Municipal League 

Period of 

Evaluation 
2016/9/2-2016/9/16 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation 

1. Project Performance 

1-1. Input and Activities 

The project activities have been conducted as shown in the Plan of Operation (PO). Most of the 

planned activities have been implemented according to the PO. 

 

1-2. Outputs 

Output 1: Ministry of Environment and Natural Resources clarifies the roles of Ministry of 

Environment and Natural Resources and its provincial office, municipalities, and other Collaborating 

Institutions. 

Output 1 can be achieved by the end of the Project if a necessary measure is taken for achieving 

the indicator 1-3. An inventory of roles among collaborating institutions (indicator 1-1) and an 

analysis report on the bill of General Law of Solid Waste (indictor 1-2) have been achieved. 

However, a resolution for nationwide ISWM (indicator 1-3) has not completed at the time of the 

Terminal Evaluation. To achieve indictor 1-3, MARENA needs to issue a resolution which defines the 

role and/or function of collaborating institutions. 

 

Output 2: Ministry of Environment and Natural Resources makes “principles, guidelines and manuals 

for formulating ISWM plan by municipalities (draft)”. 

For Output 2, two indicators were achieved and one indicator will be achieved by December, 2016. 

Thus Output 2 will be achieved by the end of the Project. The target indictors, namely, “training plan 

proposal” , “31 provincial offices sent staff to receive the training” have been achieved and “creation 

of principles, manuals, and guidelines” will be achieved completely at the time of the Terminal 

Evaluation. As regards manuals and guidelines, the Project has integrated planning and operational 

parts considering its usability. 

 

Output 3: Ministry of Environment and Natural Resources in collaborating with Cooperating 

Institutions supports model municipality(s) and municipal association(s) formulating the ISWM plan 

by them while conducting the pilot project. 



 

xiii 

For Output 3, two indicators have been achieved and the other two indicators will be achieved 

within 2016. Thus Output 3 will be achieved by the end of the Project period. At the time of the 

Terminal Evaluation, three indicators, “Select model municipalities (3-1)” and “ISWM training report 

is made (3-3)” are achieved. “Analysis report elaboration of each model municipality/municipal 

association (3-2)” will be achieved completely. On the other side, “Finalization of draft of ISWM 

plan for model municipality/municipal association (3-4)” has not been completed. However, the 

activities related to those indicators are in progress and expected to be completed by the end of the 

Project. The database system for ISWM is not established due to absence of fulltime programmers. 

Implementation of the pilot project in the Municipal Association of AZUA (MANCOM) has been 

delayed due to delay of its establishment and delay of procurement of equipment. In order to 

complete the pilot project, it is necessary to make a short extension of the project period (several 

months). 

 

Output 4: Ministry of Environment and Natural Resources in collaborating with Cooperating 

Institutions reviews and improves the municipality(s)’ ISWM plan by sharing and exchanging 

experience with neighboring countries. 

Output 4 will be achieved by the end of the Project period. Among the four indicators, three of 

them have been achieved already and the last one will be achieved within October, 2016. Through the 

workshops held by the Project, MARENA has established effective connection among neighboring 

countries in order to share and exchange the experiences. This is great contribution to MARENA for 

the improvement of the current ISWM plan of municipalities. 

 

Output 5: Ministry of Environment and Natural Resources in collaborating with Cooperating 

Institutions finalizes the formulation of resolutions, regulations and “principles, guideline and 

manuals” for making ISWM plan by municipality and municipal associations for implementation of 

nation-wide ISWM plan. 

For Output 5, at the time of the Terminal Evaluation, no target of indicator has been achieved. 

However, all indicators are in the process for finalization and will be achieved by December, 2016 if 

necessary measures are taken for indicator 5-1. According to the PO of the Project, most activities 

corresponding to Output 5 are programed to be conducted in the third year. Accordingly, the Project 

dedicates itself to achieve the targets during the third year. Meanwhile, the national election campaign 

has affected the achievement of the Output. Due to the long duration of the election campaign, which 

lasted for almost 10 months, the collaboration of related municipalities has not been the same as 

before. In addition, at the time of the Terminal Evaluation, the Congress has not approved the General 

Law of Solid Waste yet. Considering these circumstances, the target of the three indicators are 

expected to be completed by the end of the Project. Those are needed to be revised according to the 

possibility of the approval to the General Law of Solid Waste by Congress. 
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1-3. Project Purpose 

Project Purpose: System of Integrated Solid Waste Management (ISWM) at central government and 

municipality level is established in Dominican Republic through Ministry of Environment and Natural 

Resources. 

The Project Purpose will be achieved by the end of the Project if Project activities are implemented 

as planned and necessary measures are taken for the Indicator 3. As regards achievement of targets 

that are set in Project Purpose as follows. Revision of resolution for solid waste management 

(Indicator 1) was achieved. ISWM plan formulation by municipalities (Indicator 2) is expected to be 

achieved by December, 2016. Enhancement of provincial office ability for ISWM planning to 

municipalities (Indicator 3) is carried out by limited members, but the provincial office needs 

continuous improvement for other members. Meanwhile, the General Law of Solid Waste is not 

approved by Congress at the time of the Terminal Evaluation. For further achievement of Project 

Purpose and future development of ISWM in Dominican Republic through MARENA, the immediate 

approval of the law is highly expected. 

 

1-4. Overall Goal 

Overall Goal: Situation of nation-wide Solid Waste Management in Dominican Republic is improved. 

Information exchange with neighboring countries is promoted. 

One indicator has been achieved, one indicator will be achieved, and the other two indicators can 

be achieved if necessary measures are taken by MARENA. Thus, Overall Goal can be achieved if 

necessary measures are taken by MARENA. Judging from the current achievement level of the 

Project Purpose and circumstances of the Project, if the important assumptions for Project Purpose 

would be satisfied, the prospect of achieving Overall Goal will be increased. However, more concrete 

investment policies and financial plans have to be developed in order to implement the ISWM plans. 

In addition to the continuous efforts and collaboration between MARENA, provincial offices, and 

municipalities, it is indispensable to obtain support from the central government such as Ministry of 

Finance and Congress in terms of resolving budget and finance issues. 

 

2. Summary of Evaluation Results 

2-1. Relevance: High 

【Consistency with Dominican Republic Policy】 

In the national development strategy of 2030, the Dominican Republic government mentions 

“extending of waste collection coverage service and ensuring sustainable management of final 

disposal site” as an important issue. In addition, the technical office has been created in MARENA in 

line with the national development strategy which aims to develop integral waste management of 

urban waste and to introduce adequate and effective final disposal and 3R. The design of this Project 

includes improvement of waste management and 3R, and in this manner, this Project is in line with 

the national policy of the Dominican Republic. 
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【Consistency with Japanese Policy】 

The Japanese Government emphasizes following areas as prioritized sectors, such as sustainable 

economic development, poverty reduction and environmental protection. In the improvement of 

urban environment in the environmental protection, the Japanese government intends to support to 

the Dominican Republic activities towards environment and sanitation issues such as SWM and 

sewage treatment in urban areas in both soft and hard aspects by using Japanese local government 

models. In this manner, the contents and objectives of this Project coincide with the Japanese official 

development aid policy. 

 

【Consistency with needs of MARENA】 

MARENA is the responsible authority for regulating waste management. However, currently 

responsibility and obligation for the waste management of MARENA are not clear. In order to solve 

this ambiguity, General Law for Solid Waste has been brought to Congress. The legislative bill shows 

clear rights and responsibilities of MARENA as an organization. Therefore, the Project reflects the 

needs of MARENA, which improves the capacity of integral waste management through the Project 

activities. 

 

2-2. Effectiveness: Relatively high 

The Project Purpose will be achieved by the end of the Project if project activities are implemented 

as planned and necessary measures are taken for “Enhancement of provincial office ability for ISWM 

planning to municipalities (Indicator 3)”. Meanwhile, all activities and Outputs are fully linked for 

contribution to achieving the Project Purpose. However, unexpectedly, external conditions such as 

enacting a new law have not been fulfilled. Thus there aresome difficulties in fully achieving the 

Project Purpose. 

 

2-3. Efficiency: Relatively high 

Most inputs have contributed to generating expected Outputs at the time of the Terminal 

evaluation. Moreover, durations of assignment periods and timing of dispatch of short-term experts 

were considered adequate. One municipal association has also been established in December, 2015. 

In legal and political aspects, the municipal association is established adequately, but practically, 

many issues have to be resolved. Congress has not approved the bill of the General Law of Solid 

Waste. The bill’s approval is one of the important assumptions of the Project, thus the delay has 

decreased the efficiency. Furthermore, the delay of approval of the General Law of Solid Waste and 

the delay of formulation of municipal associations have decreased the efficiency of the Project. 

 

2-4. Impact: Relatively high 

The impact of the Project is considered as relatively high due to the probability for achieving 

Overall Goal. According to the current situation, certain targets of the indicators seem to be 

achievable after the Project. Meanwhile, in the current PDM, “The bill of the General Law of Solid 
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Waste and related normative become effective” is set as an important assumption for achieving the 

Project Purpose. Therefore, so long as the important assumptions are not fulfilled, it is hard to achieve 

the target of Overall Goal. On the other side, following positive effects have been observed at the 

time of the Terminal Evaluation. Bani municipality has accelerated SWM activities since taking 

ISWM training conducted by the province office of MARENA. As a first step, the municipality has 

started to conduct environmental education to school students and citizens. The municipality has a 

plan to improve the recognition and awareness of citizens gradually for the future. Moreover, the 

municipality has started to study new resolutions of solid waste. 

 

2-5. Sustainability: Relatively high 

【Political Aspect】 

The sustainability in the political aspect of the Project is deemed as relatively high. In the National 

Development Strategy 2030, Dominican Republic government mentions “extending of waste 

collection coverage service and ensuring sustainable management of final disposal site” as an 

important issue. 

 

【Organizational Aspect】 

At the beginning of the Project, C/P belonged to various departments. Therefore, inconvenience 

occurred for smooth project implementation. Since the organizational structure has been modified at 

the end of 2014, the activities have been improved drastically. Furthermore, the C/P section is 

expected to be promoted to “Direction” from “Dpepartment” next fiscal year. Once the Ministry of 

Administration approves this promotion in MARENA, it will contribute to obtaining resources for the 

dissemination of ISWM. “The bill of General Law of Solid Waste and related normative become 

effective,” is not fulfilled, which is one of the largest institutional weakness for ensuring the 

sustainability. 

 

【Financial Aspect】 

Financial sustainability is not considered as satisfactorily secured. However, the budget is 

increased compared with that in the first year. Moreover, as mentioned in “Organizational Aspect,” 

the section corresponding to ISWM in MARENA will be promoted in the next fiscal year. Due to the 

promotion, the section can be better positioned for obtaining necessary budget for ISWM 

implementation. 

 

【Technical Aspect】 

The Project has successfully made technical transfer to MARENA, therefore MARENA and 

relevant organizations develop their technical capacities. The obtained experiences such as 

information sharing with neighboring countries and dissemination of ISWM plan through training are 

helpful for the continuity of activities for ISWM diffusion throughout the country. Meanwhile, 

municipal association formulation and consolidation are future challenges. 
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3. Factors that promoted realization of effects 

3-1. Factors concerning the Planning 

Non 

 

3-2. Factors concerning the Implementation Process 

1) MARENA’s Commitment to ISWM 

MARENA has shown strong commitment to establish ISWM as a responsible authority to this 

issue. In addition, MARENA has already prepared ISWM principles called “Policy for Municipal 

Integrated Solid Waste Management” on behalf of National Development Strategy 2030 before 

starting of the Project. Such proactive activity and progress have contributed to smooth and effective 

implementation of the Project. 

 

2) Modification of organization structure of MARENA 

Until the end of 2014, the C/P member belonged to four different departments in MARENA. 

Therefore it was complicated to implement activities and to make a decision of the Project. Since the 

organization structure has been modified, all C/P member belong to the same command channel. In 

addition, The project director has been nominated to the director of the Direction of Solid Waste and 

Municipal Issues, and command changel has been nifyed under him. The section has already submitted a 

request for “Direction” status to Ministry of Administration, and the Ministry has already approved 

its status change. Thus, the section will be promoted to “Direction” in the near future. This is also 

considered as a further facilitating factor. 

 

3) Intention of the mayor of Azua municipality and constant contact of MARENA 

In order to establish efficient and effective ISWM, it is an ideal approach to formulate municipal 

associations. However, for official formulation of the associations, several difficulties in legal 

procedures have emerged. Under these circumstances, since the Mid-term Review of the Project, the 

mayor of Azua municipality has been acting as a principal actor for organizing a municipal 

association to solve this difficultes. The Project assigns a legal advisor on the matter and supports 

them in various ways. MARENA has also been constantly supporting the formulation of the 

association. 

 

4. Factors that Impeded Realization of Effects 

4-1. Factors concerning the Planning 

1) Difficulty to reach an agreement for municipal association. 

The concept of municipal association toward the problem of ISWM is shared among 

municipalities. However, when it comes to the point of formulization officially, the difficulties have 

come out such as sorving financial and political issues. 
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2) Delay of approval related to General Law of Solid Waste and related normative 

The General Law of Solid Waste has been expected to be approved before starting the Project. 

However, it has not yet approved at the time of the Terminal Evaluation. The approval of the law is 

set as an important assumption for the Project Purpose. The delay of approval causes a serious effect 

on the achievement of Output 5, Project Purpose, and Overall Goal. 

 

4-2. Factors concerning the Implementation Process 

(1) Difficulty of consensus building 

Consensus-building between municipal authority and local community was always difficult 

especially to select the location of final disposal sites, which became one of the largest hindering 

factors to preparing a rational ISWM plan. Therefore, the Project has carefully handled the 

coordination with municipality and local citizen. However, expected results have not appared yet. 

 

5. Conclusion 

It should be emphasized that one municipal association “MANCOM” in the Azua region has been 

formulated through the intense collaboration and cooperation by the Project, which is the first success 

of organization of MANCOM for ISWM. According to the results of the terminal evaluation, the 

Project Purpose will be achieved satisfactorily if the Project period is extended by several months. 

The municipal association needs continuous support to operate efficiently in terms of ISWM. 

However, the formulation of municipal associaton is the very first step to implement ISWM 

throughout the Dominican Republic. Therefore, MARENA should help the association carefully and 

intensively to convert it to a success model of municipal association which was born by the Project. 

Due to the delay of the procurement procedure of heavy machines to MANCOM by JICA, field 

training activities for landfill operation and maintenance for municipal association have not been 

implemented at the time of the Terminal Evaluation. To complete the activity is indispensable for 

demonstrating the effectiveness of ISWM plan. Therefore, the Project, MARENA and JICA need to 

decide a short extention of the Project term to complete the necessary activities in Azua regional 

landfill at the earliest timing after the Terminal Evaluation. 

 

6. Recommendations 

(1) Short term extention of project period for completing technical cooperation with MANCOM 

The municipal association is the most relevant issue in diffusion of ISWM throughout the 

Dominican Republic. In this respect, it is highly important that ensuring MANCOM becomes a 

success model. Due to the delay of procurement of heavy machines, the restoration, operation and 

maintenance training on current final disposal has not been implemented yet. Therefore, MARENA, 

MEPyD and JICA need to discuss for a short extension (several months) of the Project period. 

 

(2) Budget allocation for final disposal managemnet 

Currently, there are many municipalities which have interests in establishing municipal 
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associations to solve issues about solid waste, especially construction of final disposal infrastructure. 

However, in many cases, municipalities face difficulties in finance issues and obtaining consensus 

among the stakeholders. Due to these obstacles, establishment of municipal association has not been 

widely realized as expected. Considering those circumstances, the Project and MARENA should take 

actions for solving each obstacle specifically. Therefore, the Team recommends MARENA to analyze 

the financial difficulty and to seek financial sources. 

 

(3) SWM Database Development 

The Project has designed a database system in order to share latest SWM data of municipalities 

with MARENA through province offices, which will provide MARENA realistic views for policy 

intervention on SWM practice in the country. However, it is still under construction due to a lack of 

programming staff. Thus, it is recommended that recruiting programmers in the Technical 

Department of MARENA in order to complete the system for diffusing the database system 

throughout the whole municipalities or local authorities be considered at the earliest timing. 

 

(4) Constant capacity improvement of provincial officers 

All provincial offices have received trainers of training, however the consulting capacity in SWM 

for local authorities varied among provincial offices; i.e. some offices possess sufficient capacity but 

some do not have. Due to the difference in technical capacity of provincial office staff, in some cases, 

some municipalities directly consult the headquarters of MARENA instead of corresponding relevant 

provincial office. It indicates there is still room to improve the capacity of provincial officers. 

Therefore, MARENA should plan another ToT for fostering human resource in provincial offices. 

 

(5) Formulation of Municipal Association 

Formulation of municipal associations is one of the most important issues for realizing ISWM, 

which coincides with the policy to ISWM of the Dominican Republic. In this respect, MARENA 

should promote formulation of municipal associations continuously. 

 

7. Lessons learnt 

(1) The importance of mayor’s leadership and consistent support by C/P 

In order to formulate a municipal association, a mayor’s leadership and firmed intention are the 

vital elements for achieving a success. In addition, consistent support from C/P is also indispensable. 

 

(2) Selection of corresponding persons in municipalities 

In some cases, corresponding persons and technical team members of the municipality side have 

been changed considerably, due to the results of election. This is a hindering factor for the 

implementation of the Project in terms of efficiency. Therefore, in order to minimize the risk, it is 

necessary to consider the stability of personnel assignment from the beginning of the Project. 
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第１章 評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ドミニカ共和国は、順調な経済発展を遂げており、排出される廃棄物量も劇的に増加している。こ

のため、オープンダンピングによる最終処分などの不適正な廃棄物管理が公衆衛生上の問題を引き起

こし、周辺住民への健康影響が懸念される状況にある。 

当該分野を所管する環境天然資源省（Ministry of Environment and Natural Resources：MARENA）は

「廃棄物に係る一般法」の制定を進め、国の主導により廃棄物管理政策を改善する姿勢を示している。

また、MARENA を中心として廃棄物管理にかかわる省庁、公的機関、非政府組織（Non-Governmental 

Organization：NGO）が意見交換を行うネットワーク「固形廃棄物の統合的管理のための国家調整委

員会（Committee of inter-institutional coordination for solid waste management：CCN-GIRESOL）」の体制

が発足している。さらに、各地方自治体を連合化し、最終処分場の建設等の共同での廃棄物管理をめ

ざす動きも進められている。しかし、法の施行に向けた関連法令（省令や規則）の検討は開始されて

おらず、MARENA が全国の地方自治体に対して指導・支援を展開するためには、制度及び組織の能

力強化が必要である。以上の背景のもと、ドミニカ共和国は日本に対して技術支援の要請を行い、こ

れを受けて国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は、2013 年 6 月に詳細計画

策定調査を実施し、2013 年 8 月 9 日にドミニカ共和国 MARENA 側と技術協力プロジェクトの基本

的枠組みについて合意し、討議議事録（Record of Discussions：R/D）を締結、2014 年より本件協力が

実施されることとなった。 

今般、当該プロジェクトが協力期間の終了 6 か月前を迎えるにあたり、締結された R/D に基づい

て、日本側とドミニカ共和国側のメンバーによって構成される合同評価調査団により終了時評価調査

を実施することとした。本調査では、プロジェクトの投入、活動、成果を確認し、プロジェクト目標

と上位目標の達成見込みを分析するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点からプロジェクトの進捗と達成状況を分析した。そのうえで、今後のプロジェクト運

営及びロジェクト目標の達成に向けて、取るべき措置について協議し、その結果を合同終了時評価報

告書に取りまとめ、関係者間で合意することを目的とした。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

（1）調査団の構成 

  調査団のメンバーは以下のとおりである。 

1）日本側 

名前 担当 所属先／役職 

吉田 充夫 団長 JICA 国際協力専門員 

村田 貴朗 協力企画 JICA 地球環境部環境管理第二チーム 

立山 宣子 協力企画 JICA ドミニカ共和国事務所所員 

望月 昭宏 評価分析 株式会社アイコンズ 

 



 

－2－ 

2）ドミニカ共和国側 

名前 所属先/役職 

Jose Ronaldo Torres 
経済計画開発省（Ministry of Economy, Planning and Development：
MEPyD） 

Aida Rosario MARENA 

Yamilkis Flores Guzman 
ドミニカ地方自治体連合（Dominican Federation of Municipalities：
FEDOMU） 

Manual A. Acosta A. ドミニカ地方自治体連盟（Dominican Municipal League：LMD） 

 

（2）調査日程 

  本終了時評価調査は、2016 年 9 月 2 日（金）から 16 日（金）の日程で実施された。 

日付 吉田団長 村田団員 望月団員 

9 月 

2 金   
サントドミンゴ着 

JICA 事務所訪問 

3 土   書類整理 

4 日   書類整理 

5 月   C/P*1へのインタビュー 

6 火   C/P へのインタビュー 

7 水   バニ市訪問 

8 木  サントドミンゴ着 C/P へのインタビュー 

9 金  アスア市訪問 C/P、JET*2へのインタビュー 

10 土 サントドミンゴ着 書類整理 

11 日 書類整理 

12 月 
MEPyD 表敬、C/P によるプロジェクト進捗報告、両国合同評価委員会打合

せ 

13 火 MARENA 大臣表敬、アスア自治体連合訪問 

14 水 両国合同評価委員による報告書案に係る議論 

15 木 
両国合同評価委員による報告書案に係る議論、C/P に対する合同評価報告

書内容説明 

16 金 
JCC*3 にて M/M*4 署名、日本大使館、JICA 事務所へ報告、JICA 専門家チ

ームとの打合せ 

17 土 サントドミンゴ発 

*1 C/P：カウンターパート（Counterpart personnel and/or organization to the JICA Project） 
*2 JET：JICA 専門家チーム（JICA Expert Team） 
*3 JCC：合同調整委員会（Joint Coordinating Committee） 
*4 M/M：協議議事録（Minutes of Meeting） 
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１－３ プロジェクトの概要（終了時評価調査時点） 

（1）プロジェクトの概要 

  2015 年 8 月に実施された JCC にて合意されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）（第 3 版）の内容に基づくプロジェクトの概要は以下のとおりである。 

 

表１ プロジェクト概要表 

プロジェクト名 

（英語名） 

全国廃棄物管理制度・能力強化プロジェクト 

Project for Instituotional Capacity Development on Nation-Wide Solid Waste 

Management (FOCIMiRS) in the Dominican Republic 

プロジェクトサイト ドミニカ共和国（アスア市、モカ市、 サンチェス市） 

協力期間 2014 年 1 月～2017 年 1 月（3 年間） 

相手国対象機関 MARENA 

対象 MARENA C/P 職員 

 

表２ プロジェクトの要約と指標（PDM 第 3 版） 

上位目標：ドミニカ共和国の全国の統合的廃棄物管理（Integrated solid waste management：ISWM）

が改善される。 

周辺国との ISWM システムに関する情報交換が、促進される。 

指標 1：少なくとも 2 つの自治体連合体の構成員である自治体を含む 31 の地方自治体が ISWM 計

画を策定する。 

指標 2：存在する全地方自治体のうち 60％の自治体から少なくとも各 1 名の職員が研修を受ける。

指標 3：複数自治体による最終処分が 3 か所で実現する。 

指標 4：周辺国との情報共有が定期的に行われる。 

プロジェクト目標：ドミニカ共和国の ISWM の中央政府と地方自治体の管理体制が MARENA を通

じて、構築される。 

指標 1：プロジェクト成果を踏まえて、MARENA の廃棄物関連法規定が改定される。 

指標 2：MARENA は、ISWM 計画を策定した自治体を把握し、これらの自治体名を公表する。 

指標 3：県支所は、地方自治体からの要請に基づき、地方自治体に対する ISWM 計画作成に関する

支援ができる。 

成果１：MARENA により、県支所、地方自治体、協力機関の役割が整理される。 

指標 1-1：協力機関の活動／役割の重複を避けるためのインベントリーが作成される。 

指標 1-2：現行の関連法・規則、MARENA 戦略計画、上記インベントリーとの関連を踏まえた法案

分析報告書が作成される。 

指標 1-3：全国 ISWM の能力強化メカニズムにおける県支所、地方自治体及び協力機関の役割分担

と機能を定義する施行令が作成される。 

 

活動： 1-1 廃棄物管理行政に係る、地方自治制度、地方財政制度の詳細と実態を把握する。 

1-2 全国総合廃棄物管理法案の内容を精査し、施行のためのメカニズムを検討する。 
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1-3 全国規模の ISWM 体制に向けたフレームワークを作成する。 

a. MARENA 本省、県支所、地方自治体の役割を明確化する。 

b. 協力機関の役割の整理と連携ルールを明確化する。 

c. ISWM 体制を規定する手段（法制度、自治体単位の条例等）を検討する。 

成果 2：MARENA により、「自治体 ISWM 計画策定指針、ガイドライン・マニュアル」の案が作成

される。 

指標 2-1：トレーニング計画がすべて作成される。 

指標 2-2：各県支所の少なくとも 1 名の職員が研修指導者研修（Training of Trainers：ToT）を受け

る。 

指標 2-3：指針、マニュアル、ガイドラインがすべて作成される。 

 

活動： 

 

2-1 協力機関との連携の下、MARENA（本省）による県支所及び地方自治体指導のための

トレーニング計画を作成する。 

2-2 2-1 で作成したトレーニング計画を活用して、県支所職員に対して ToT を実施する。 

2-3 MARENA が、地方自治体支援ツールとして「自治体 ISWM 計画策定支援の指針・ガ

イドライン・マニュアル案」を作成する。 

指針は、国家レベルの ISWM に関するものとする。 

a. ISWM に関する指針は、地方自治体の実情に即したものとする。 

b.  ガイドラインの内容は、ISWM の活動に関するグッドプラクティス、効率性・有

効性に係る測定可能な指標を用いた ISWM の評価、ISWM の計画を含む。 

c.  マニュアルの内容は、運営の手続き（収集、運搬、処理、最終処分）を含む。 

d.  ガイドライン・マニュアル案には 3R、廃棄物によるエネルギー回収を官民連携

（Public Private Partnership：PPP）で実施する手法・手続きを含む。 

e.  ガイドラインには、廃棄物管理のプロジェクトにおける、市民参加型アプローチ

及び合意形成に関するものを含む。 

成果 3：MARENA と協力機関と連携の下、モデル自治体・地方自治体連合体においてパイロット

プロジェクト（Pilot Project：P/P）を行いながら、地方自治体・地方自治体連合体の ISWM

計画作成の支援がなされる。 

指標 3-1：選定基準に沿ってモデル自治体・地方自治体連合体が選定される。 

指標 3-2：各モデル自治体・地方自治体連合体の調査報告書が作成される。 

指標 3-3：地方自治体向けの廃棄物管理研修（ISWM 研修）の報告書が作成される。 

指標 3-4：モデル自治体・地方自治体連合体の ISWM 計画案を最終化する。 

 

活動： 3-1 モデル自治体と地方自治体連合体を選定する。 

3-2 モデル自治体・地方自治体連合体のキャパシティアセスメント、ベースライン調査を

実施する。 

3-3 研修を受けた MARENA／県支所職員を実際の講師として、地方自治体向けの廃棄物

管理研修を実施する。 

3-4 モデル自治体・地方自治体連合体における ISWM 計画の案を作成する。 
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a. MARENA－県支所－地方自治体／地方自治体連合体のタテの情報ライン・システ

ムを設計する。 

b. 地方自治体の廃棄物管理料金徴収を強化する方策を検討し提案する。 

c. モデル自治体・地方自治体連合の廃棄物管理計画における、社会・民セクター連携

のもとでの、3R 実施計画を検討する。 

d. モデル自治体／地方自治体連合体の必要に応じて、合意形成及び参加型ワークシ

ョップに関する活動を行う。 

3-5 ISWM 計画案を試行的に実施し、実施結果を評価し、教訓と提言を抽出する。 

3-6 モデル自治体・地方自治体連合体の ISWM 計画を最終化する。 

成果 4：MARENA と協力機関と連携の下、周辺国と経験の共有を通じて、地方自治体（単独もし

くは地方自治体連合体）の ISWM 計画が改善される。 

指標 4-1：周辺国との情報交換のための国際ワークショップが開催される。 

指標 4-2：MARENA が、ワークショップ参加の周辺国から情報を得る。 

指標 4-3：MARENA が、周辺国からコメントを得る。 

指標 4-4：モデル自治体・地方自治体連合体の ISWM 計画（改訂版）が作成される。 

 

活動： 4-1 活動 2-2、3-3 で行われる研修に、周辺国の中央政府関係者／地方自治体関係者を、オ

ブザーバー参加として招聘する。 

4-2 活動 2-3 で作成する地方自治体支援ツール案を、周辺国に共有する。 

4-3 活動 3-4 で作成する ISWM 計画案を、周辺国に共有する。 

4-4 周辺国をモデル自治体に招聘し、国際ワークショップを開催し、MARENA の制度強

化、地方自治体支援活動の進捗・成果について意見交換を行う。 

4-5 周辺国との意見交換を参考にして、必要に応じてモデル自治体の ISWM 計画を改善す

る。 

成果 5：MARENA と協力機関と連携との下、施行令・施行規則（案）、自治体 ISWM 計画策定ガイ

ドライン・マニュアルが成案となる。 

指標 5-1：施行令・施行規則案が完成する。 

指標 5-2：廃棄物関連法制度の枠組みに対する提案が最終化される。 

指標 5-3：「自治体 ISWM 計画策定指針、ガイドライン・マニュアル」が完成する。 

 

活動： 5-1 施行令・施行規則案の作成を支援する。 

5-2 廃棄物管理に関する法的枠組みを分析し提案を行う。 

5-3 「自治体 ISWM 計画策定ガイドライン・マニュアル」を最終化する。               
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第２章 評価の方法 

２－１ 評価の枠組み 

本終了時評価調査では、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年）、「JICA 事業評価ガイ

ドライン第 2 版」（2014 年）を指針として、以下の手順にて評価を実施した。 

 

（1）プロジェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目に関する詳細な評価設問と必要な情報・デー

タ、情報源、情報収集手段等を記述した評価グリッドを作成する。 

（2）PDM（第 3 版）に基づいて、プロジェクトの実績を確認する。 

（3）実施プロセスを検証し、プロジェクトの活動実施及び成果産出に貢献した要因または阻害した

要因を分析する。 

（4）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、現状・実績に基づ

き、包括的に評価を実施する。 

（5）評価結果に基づき、2017 年 1 月のプロジェクト終了を見据え、プロジェクトチーム及び C/P が

プロジェクト期間中に取り組むべき事項、プロジェクト終了後に C/P が継続して取り組むべき事

項を整理する。 

（6）評価・協議結果を評価報告書として取りまとめる。 
 

２－２ 評価 5項目 

本終了時評価調査では、評価の基準として以下の評価 5 項目を用い、評価を実施した。 

 

表３ 評価 5項目 

妥当性 プロジェクト目標や上位目標がドミニカ共和国政府の開発政策やわが国の援助

政策と整合性がとれているか、ターゲットグループのニーズと合致しているか

など、プロジェクトの正当性・必要性を検証・評価する。 

有効性 プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに計画通り達成されるか、また、

プロジェクト目標の達成が成果の達成によって引き起こされたのかを検証・評

価する。 

効率性 プロジェクトが効果的に投入資源を活用したかという観点から、投入実績と成

果産出の状況を踏まえて、投入（インプット）がどのように効率的に成果に転

換されたかを検証・評価する。 

インパクト プロジェクト終了後 3 年から 5 年の間に上位目標が達成される見込み、プロジ

ェクト実施によりもたらされる長期的・間接的な効果や波及効果の有無を検

証・評価する。 

持続性 政策・制度面、組織面、財務面、技術面から、プロジェクト終了後、プロジェ

クトで発現した効果がどのように定着・持続していくかについて検証・評価す

る。 
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２－３ 終了時評価調査のポイント 

本調査では、現状・実績に基づき、特に妥当性、有効性、効率性について、影響する貢献・阻害要

因とともに重点的に検証する。加えて、実施プロセスの検証を重点的に実施し、円滑なプロジェクト

実施に向けた改善点を検討する。 

 

表４ 終了時評価調査のポイント 

項目 評価の視点例 

実績の 

検証 

・投入は計画通りか。（計画値との比較） 

・成果は計画通り産出されているか。（目標値との比較） 

・プロジェクト目標の達成の見込みはあるか。（目標値との比較） 

実施 

プロセスの

検証 

・活動は計画通りに実施されているか。 

・実施機関や C/P のプロジェクトに対する認識は高いか。 

・技術移転の方法に問題はないか。 

・プロジェクトのマネジメント体制（モニタリングの仕組み、意思決定過程、プロ

ジェクト内のコミュニケーションの仕組みなど）に問題はないか。 

・プロジェクトの実施過程で生じている問題はあるか。その原因は何か。 

<評価 5 項目＞ 

妥当性 ・（必要性）対象地域・社会のニーズに合致しているか。ターゲットグループのニ

ーズに合致しているか。 

・（優先度）ドミニカ共和国政府の開発政策との整合性はあるか。日本の援助政策・

JICA の援助実施方針との整合性はあるか。 

・（手段としての適切性）プロジェクトはドミニカ共和国政府の廃棄物管理の開発

課題に対する効果を上げる戦略として適切か。 

・日本の技術の優位性はあるか。 

・（その他）プロジェクトを取り巻く環境（政策、経済、社会等）の変化はないか。

有効性 ・（プロジェクト目標の達成予測）投入・成果の実績、活動の状況に照らし合わせ

て、プロジェクト目標の達成の見込みはあるか。 プロジェクト目標の達成を阻

害する要因はあるか。 

・（因果関係）成果は、プロジェクト目標を達成するために十分か。成果からプロ

ジェクト目標に至るまでの外部条件は、現時点においても正しいか。外部条件が

満たされる可能性は高いか。 

効率性 ・（成果の達成度）成果の達成度は適切か。 

・（実績と目標値との比較）成果達成を阻害した要因はあるか。 

・（因果関係）成果を産出するために十分な活動であったか。成果を産出するため

に十分な投入であったか。 

・（投入の実施状況）計画に沿って活動を行うために、過不足ない量・質の投入が

タイミング良く実施されたか。実施されているか。 

インパクト ・（上位目標の達成予測）投入・成果の実績、活動の状況に照らし合わせて、上位

目標は、プロジェクトの効果として発現が見込まれるか。上位目標を達成するた

めの方策が考えられているか。 

・（因果関係）上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。 

・（波及効果）上位目標以外の効果・影響が想定されるか。 
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持続性 ・援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるか。 

・（政策・制度面）政策支援は協力終了後も継続するか。 

・（組織・財務面）協力終了後も、効果を上げていくための活動を実施するに足る

組織能力はあるか（人材配置、意思決定プロセス、など）。将来プロジェクトの

成果を持続させていくための予算確保の対策は十分か。 

・（技術面）資機材の維持管理は適切に行われているか。中核となる人材は質量と

もに十分に育成され、活動の継続的な実施が期待できるか。また、技術の定着・

発展が期待できるか。 
 

２－４ 情報収集手段 

（1）情報収集手段 

  本終了時評価調査では、既存資料レビュー、質問票調査・インタビュー調査、現地調査により、

情報・データを収集した。 

1）プロジェクト関連資料レビュー 

a) 本プロジェクトに関する報告書 ・ 詳細計画策定調査報告書（2013 年、和文） 

・ 中間レビュー調査報告書（2015 年、和文） 

b) プロジェクト作成資料 ・ プロジェクト業務進捗報告書（2016 年 3 月） 

・ ワークプラン（第三年次）（2016 年 6 月） 

c) ドミニカ共和国政府の開発政策

文書 

・ 国家開発戦略（西文）（Estrategia Nacional de Desarrolo 2030）

・ 地方自治体の廃棄物統合管理政策（2014 年、西文） 

（Política para la gestión intergral residuos solidos Municipales）

d) 日本政府の対ドミニカ共和国

援助政策文書 

・ 対ドミニカ共和国国別援助方針（2014 年、和文） 

 

2）質問票調査・インタビュー調査 

評価グリッドに基づき、専門家及び C/P に対して質問票を作成・配布した。質問票への回答結

果及び上記 1）のプロジェクト関連資料を基礎情報として、下記に示す専門家及び C/P に対して

インタビュー調査を行った。 

氏 名 担当分野 

Francisco Flores Chang プロジェクトディレクター 

Maribel Chalas 
ディレクター補佐、ToT など研修、計画策定支援

ツール開発、住民参加、国際ワークショップ 

Julio Ortiz 
中間処理、リサイクル、財務管理、料金徴収、公

共投資 

Ana Hernandez 廃棄物基礎調査 

Manuel Castillo Acosta 収集運搬、機材メンテナンス 

Diokasty Payano 減量化、再利用、住民啓発 

Maria De Leon データベース管理 

Anny Nova データベース管理 

Delly Mendez 不法投棄対策 
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Jose Daniel Romero 廃棄物基礎調査 

神下 高弘 専門家チーム（総括） 

村山 彰啓 専門家チーム（副総括／廃棄物管理） 

 

3）現地調査 

プロジェクト関連施設の確認及び活動状況を視察するため、以下を訪問しインタビューを実施

した。 

訪問自治体 調査内容 

アスア自治体連合（Municipal 

Association of AZUA：MANCOM） 
MANCOM の活動状況及び現行の廃棄物最終処分場 

バニ市 バニ市における廃棄物管理活動の実施状況及び計画 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

３－１ 投入の実績 

（1）日本側の投入 

1）専門家の派遣 

プロジェクト開始から 2016 年 8 月末までに、プロジェクト実施に必要な専門分野（総括、副

総括／廃棄物管理／研修計画、廃棄物管理財務、都市廃棄物管理／最終処分、廃棄物管理法務、

廃棄物管理／住民参加、廃棄物管理データベース、業務調整）において、日本人専門家チームの

短期専門家 13 名（合計 68.43 人月）が派遣された。 

2）資機材の供与 

自動車（1 台）がプロジェクト開始当初より供与され、プロジェクト活動の円滑な実施に貢献

している。また MANCOM の結成に伴い、ブルドーザー、バックホー、パワーショベル各 1 台

が 2017 年 1 月に供与予定であり、調達手続中となっている。 

3）C/P 研修の実施 

ToT(1)（日本人専門家から C/P に対して行われる能力強化研修）：2014 年にガイドライン及び

マニュアルを作成する過程において 10 名の C/P 職員に対して ToT 研修が実施された。 

参加者 

1. Francisco Flores Chang, 2. Maribel Chalas, 3. Julio Ortiz, 4. Ana Henández, 5. Manuel Castillo 
Acosta, 6. Diokasty Payano, 7. Maria De Leon, 8. Anny Nova, 9. Delly Mendez, 10. José Daniel 
Romero 

 

ToT(2)（C/P から地方自治体に対して行われる能力強化研修）：ToT(1)を受講した C/P 職員が講

師となり、地方自治体（県支所を含む）に対して能力強化研修が以下のとおり実際された。 

実施年 実施期間 参加自治体 

2014 10 月 20〜 23 日 
（4 日間） 

12 1. Espaillat (Moca), 2. San Francisco de Macorís, 3. Azua, 4. 
Puerto Plata, 5. Samaná, 6. Higuey, 7. San Juan, 8. La Romana, 
9. Peravia (Baní), 10. Santiago, 11. Sánchez Ramírez (Cotui), 
12. María Trinidad Sánchez 

2015 7 月 3 日、 10 日、 
17日, 24日、 31日 
（5 日間） 

11 1. Valverde (Mao), 2. Santiago Rodríguez, 3. Monseñor Nouel 
(Bonao), 4. San Cristóbal, 5. Barahona, 6. La Vega, 7. San Pedro 
de Macorís, 8. Santo Domingo, 9. Hato Mayor, 10. Monte Plata, 
11. Distrito Nacional 

2016 8 月 1 日～ 10 日 
（5 日間） 

9 1.Monte Cristi, 2. Dajabón, 3. Elias Piña, 4. Independencia, 5. 
Pedernales, 6. Bahoruco, 7. Hermanas Mirabel, 8. San José 
Ocoa, 9. El Seíbo 

 

4）プロジェクト現地経費の支出 

プロジェクト開始から 2016 年 8 月末までに、約 3,670 万円（約 359,000 ドル1）のプロジェク

ト現地経費が支出された。内訳は以下のとおり。 

                                                        
1 為替レート（1 ドル=102.129 円にて換算、2016 年 9 月 JICA 為替レートを適用） 
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 一般現地経費：2,700 万円（約 264,000 米ドル） 
 研修・ワークショップ開催費：970 万円（約 95,000 米ドル） 

 

（2）ドミニカ共和国側の投入 

1）C/P の配置 

プロジェクトディレクター以下、各活動に必要な 10 名の職員が MARENA より C/P として配

置された。 

氏名 担当分野 

Francisco Flores Chang プロジェクトディレクター 

Maribel Chalas 
ディレクター補佐、ToT 等研修、計画策定支援ツール開発、国際ワ

ークショップ 

Julio Ortiz 中間処理、リサイクル、財務管理、料金徴収、公共投資 

Ana Hernandez 廃棄物基礎調査 

Manuel Castillo Acosta 収集運搬、機材メンテナンス 

Diokasty Payano 減量化、再利用、住民啓発 

Maria De Leon データベース管理 

Anny Nova データベース管理 

Delly Mendez 不法投棄対策 

Jose Daniel Romero 廃棄物基礎調査 

 

2）施設の提供 

MARENA 本部内に専門家用執務室が提供された。 

3）プロジェクト現地経費の支出 

プロジェクト開始から終了時評価調査時までに、総額 4,460,258 ドミニカペソ2（約 97,700 米

ドル）のプロジェクト現地経費が支出された。内訳は以下のとおり。 

 一般経費：2,636,114 ドミニカペソ（約 57,700 米ドル） 
 研修・ワークショップ開催経費：1,824,144 ドミニカペソ（約 40,000 米ドル） 

このほか、ドミニカ共和国側は、C/P 職員が本プロジェクト活動に参加する際の日当を支給し

ている。 

 

３－２ 活動の実績 

活動計画（Plan of Operation：PO）第 2 版に示されているように、本プロジェクトの活動は大きな

遅れもなく、おおむね計画通りに実施されている 

                                                        
2 為替レート  1 ドル＝102.129 円、1 ドミニカペソ＝2.2373 円にて換算、2016 年 9 月 JICA 為替レートを適用 
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活動 進捗状況 

成果 1 

1-1. 廃棄物管理行政に係る、地方自治制度、地方財政制度

の詳細と実態を把握する。 

【完了】MARENA が政策上、優先的

に対象とする 21 自治体に対しては、

質問票による調査が完了した。 

1-2. 全国総合廃棄物管理法案の内容を精査し、施行のため

のメカニズムを検討する。 

【完了】法案内容に関して精査・検討

が完了した。他方、同法案は終了時評

価調査時点では成立していない。下院

の環境委員会における議論が終了し、

本会議における審議待ちの状況にあ

る。ただし、いつ審議されるかに関し

ては、終了時調査評価時点においては

未定である。 

1-3. 全国規模のISWM体制に向けたフレームワークを作成

する。 

a. MARENA本省、県支所、地方自治体の役割を明確

化する。 

b. 協力機関の役割の整理と連携ルールを明確化する。

c. ISWM体制を規定する手段（法制度、自治体単位の

条例等）を検討する。 

【実施中】MARENA に対しては関連

機関の役割分担について提言済みで

ある。自治体などへの説明は、関連機

関間の合意形成が困難であるため実

施は見送られ、代わりに MARENA が

関連機関と役割分担を定義する施行

令が作成される予定である。 

成果 2 

2-1. 協力機関との連携の下、MARENA（本省）による県

支所及び地方自治体指導のためのトレーニング計画

を作成する。 

【完了】プロジェクト期間の研修計画

は初年度に策定済み。プロジェクト活

動の実施に伴い、逐次改定されてき

た。具体的には①実施コストの低減、

②研修受講者の意見に基づく研修プ

ログラムの改定。 

2-2. 2-1で作成したトレーニング計画を活用して、県支所職

員に対してToTを実施する。 

【完了】終了時評価調査時点までに

32 県事務所が ToT に参加した。 

2-3. MARENAが、地方自治体支援ツールとして「自治体

ISWM計画策定支援の指針・ガイドライン・マニュア

ル案」を作成する。 

a. 指針は、国家レベルのISWMに関するものとする。

b. ISWMに関する指針は、地方自治体の実情に即した

ものとする。 

c. ガイドラインの内容は、ISWMの活動に関するグッ

ドプラクティス、効率性・有効性に係る測定可能

な指標を用いたISWMの評価、ISWMの計画を含

む。 

d. マニュアルの内容は、運営の手続き（収集、運搬、

処理、最終処分）を含む。 

e. ガイドライン・マニュアル案には3R、廃棄物によ

るエネルギー回収をPPPで実施する手法・手続きを

含む。 

【完了】1 年次に計画篇ドラフト作成

済み、2、3 年次に改定が行われた。

改定された項目はガイドラインを含

めた以下の項目。 

タイトル 

0. ガイドライン 

1. ごみ量・ごみ質調査 

2. 収集運搬 

3. 中間処理・リサイクル 

4. 最終処分 

5. 環境教育・住民参加 

6. 財政管理 

7. PPP 

8. データベース管理 
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f. ガイドラインには、廃棄物管理のプロジェクトに

おける、市民参加型アプローチ及び合意形成に関

するものを含む。 

成果 3 

3-1. モデル自治体と地方自治体連合体を選定する。 

 

【完了】モデル自治体としてアスア

市、モカ市、サンチェス市を選定した。

他方、自治体連合体の形成は困難を要

したが、2015 年 12 月にアスア市を中

心とした MANCOM（アスア市、ぺラ

ルタ市、ラス・チャルカス市、サバナ・

ジェグア市、プエブロ・ビエホ市、ロ

ス・フビージョス DM））が成立した。

3-2. モデル自治体・地方自治体連合体のキャパシティアセ

スメント、ベースライン調査を実施する。 

【実施中】インタビューを通じモデル

自治体に対し調査を実施した。また、

2015年 12月に MANCOMの結成に伴

い、同連合体の能力アセスメントを実

施中である。 

3-3. 研修を受けたMARENA／県支所職員を実際の講師と

して、地方自治体向けの廃棄物管理研修を実施する。

【完了】1 年次分、2 年次分ともに完

了した。活動 2-1 で記述のとおり研修

内容の修正を行った。MARENA は 3

年次以降も当該研修を継続する意向

であり、省内における予算請求も行っ

ている。 

3-4. モデル自治体・地方自治体連合体におけるISWM計画

の案を作成する。 

a. MARENA－県支所－地方自治体／地方自治体連

合体のタテの情報ライン・システムを設計する。

b. 地方自治体の廃棄物管理料金徴収を強化する方策

を検討し提案する。 

c. モデル自治体・地方自治体連合の廃棄物管理計画

における、社会・民間セクター連携のもとでの、

3R実施計画を検討する。 

d. モデル自治体／地方自治体連合体の必要に応じ

て、合意形成及び参加型ワークショップに関する

活動を行う。 

【実施中】モデル自治体における

ISWM計画案が 2015年 11月に策定さ

れ、現在最終化に向けた作業中であ

る。項目 a.～d.に対する対応状況は下

記のとおり。 

a.：データベースシステムを構築した

がプログラムの不備、不安定のためイ

ンプットは完了したが、アウトプット

ができない状況になっている 

b.：モデル自治体に対して税金徴収に

関する手法を ISWM 計画に盛り込む

ように提案した。 

c.：モカ市はごみ（金属、プラスチッ

ク）の分別を P/P に取り上げた。 

d.：モカ市では住民との合意形成のた

めに 6 回のワークショップを開催し、

約 200 名の市民が参加した。また、3

つのモデル自治体を対象に問題分析

ワークショップを実施した。 

3-5. ISWM計画案を試行的に実施し、実施結果を評価し、

教訓と提言を抽出する。 

【実施中】P/P の実施を通じて獲得さ

れた知見（廃棄処理場の修繕方法、住
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民に対する環境教育など）は 2016 年

12 月までに完成予定の ISWM 計画に

反映される。 

3-6. モデル自治体・地方自治体連合体のISWM計画を最終

化する。 

【実施中】2016 年 12 月までに最終化

される予定である。 

成果 4 

4-1. 活動2-2、3-3で行われる研修に、周辺国の中央政府関

係者／地方自治体関係者を、オブザーバー参加として

招聘する。 

【完了】活動 2-2 に関して、第 1 年次

の ToT(2)を実施時に、3 か国がオブザ

ーバーとして参加した。活動 3-3 に関

しては、第 1 年次に実施したワークシ

ョップへの参加国が ISWM トレーニ

ングを視察した。 

4-2. 活動2-3で作成する地方自治体支援ツール案を、周辺

国に共有する。 

【実施中】ワークショップを通じて 1

年次、2 年次実施分ともに共有した。

また、当該情報は MARENA の WEB

を通じて閲覧可能となっている。 

4-3. 活動3-4で作成するISWM計画案を、周辺国に共有す

る。 

【実施中】第 2 年次に実施したワーク

ショップにおいて ISWM 計画案が発

表された。 ISWM 計画案は修正後

MARENA の WEB に掲載される予定

である。 

4-4. 周辺国をモデル自治体に招聘し、国際ワークショップ

を開催し、MARENAの制度強化、地方自治体支援活

動の進捗・成果について意見交換を行う。 

【実施中】ワークショップへの参加周

辺国は 1 年次が 11 か国、2 年次は 8

か国であった。なお、3 年次（2016

年 10 月）には 9 か国の参加が予定さ

れている。 

実施年 参加国 

1 年次

（2014）

メキシコ、エルサルバ

ドル、ホンジュラス、

コスタリカ、グアテマ

ラ、ニカラグア、ドミ

ニカ国、グレナダ、ジ

ャマイカ、セントクリ

ストファー・ネーヴィ

ス、トリニダード・ト

バゴ／11 か国 

2 年次

（2015）

コスタリカ、キューバ、

エルサルバドル、メキ

シコ、パナマ、グアテ

マラ、トリニダード・

トバゴ、スリナム ／8

か国 
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3 年次

（2016）

参加予定国： 

コスタリカ、エルサル

バドル、メキシコ、パ

ナマ、グアテマラ、キ

ューバ、トリニダー

ド・トバゴ、ジャマイ

カ、ガイアナ／8 か国 

1

4-5. 周辺国との意見交換を参考にして、必要に応じてモデ

ル自治体のISWM計画を改善する。 

【実施中】ISWM 計画策定に活用され

ている。特に MANCOM の結成には

エルサルバドルにおける知見が大い

に活用されている。 

成果 5 

5-1. 施行令・施行規則案の作成を支援する。 【実施中】第 1 年次分については完了

したものの、廃棄物に関する一般法の

成立が遅れている。終了時評価調査時

点では下院の環境委員会における議

論が完了し、本会議での審議待ちの状

態にある。P/P を通じて得られた知見

は ISWM 計画最終版に反映され 2016

年 12 月に完成予定。 

5-2. 廃棄物管理に関する法的枠組みを分析し提案を行う。 【実施中】ISWM 計画案の最終化は

2016 年 12 月の完成をめざしている。

5-3. 「自治体ISWM計画策定ガイドライン・マニュアル」

を最終化する。 

【実施中】2016 年 12 月に最終化が完

成予定。 

 

３－３ 成果の達成状況 

成果 1：MARENA により、県支所、地方自治体、協力機関の役割が整理される。 

成果 1 はプロジェクト期間内の達成が見込まれる。協力機関の役割を定めたインベントリー（指

標 1-1）、廃棄物に関する一般法案の分析（指標 1-2）は達成した。また、関係機関の役割と機能を

定義した施行令の作成（指標 1-3）に関しては、MARENA が作成準備に着手しており、プロジェ

クト期間内の達成が予定見込まれる。 

指標 進捗状況 

1-1. 協力機関の活動／役割の重複を避けるため

のインベントリーが作成される。 

指標 1-1：達成された。CCN-GIRESOL、サント

ドミンゴ特別区（City Hall of the National District 

of Santo Domingo：ADN）といった関係協力機関

間の役割と責任についてはインベントリーによ

って明確に規定された。 

1-2. 現行の関連法・規則、MARENA 戦略計画、

上記インベントリーとの関連を踏まえた法

案分析報告書が作成される。 

指標 1-2：達成された。関係機関間の役割分担を

定めたインベントリー（指標 1-1）に基づき法案

分析報告書が作成された。 
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1-3. 全国ISWMの能力強化メカニズムにおけ

る県支所、地方自治体及び協力機関の役割

分担と機能を定義する施行令が作成され

る。 

指標 1-3：達成されていない。調査結果に基づき

プロジェクトチームは関係機関間の役割、責任

について明確に定義を行った。他方、指標の変

更に伴い、MARENA は関係機関間の合意文書作

成ではなく、施行令の作成を行うこととなった。

施行令はプロジェクト期間内に完成される予定

である。ただし、「廃棄物に関する一般法」の制

定とかかわり、民間セクターの役割については

不確実性も認められる。 
 

成果 2：MARENA により、「自治体 ISWM 計画策定指針、ガイドライン・マニュアル」の案が作

成される。 

成果 2 はプロジェクト期間内に達成が見込まれる。「全トレーニング計画の作成（指標 2-1）」、
「MARENA 全 31 支所から 1 名以上が ToT の受講（指標 2-2）」は達成された。他方、「指針、

マニュアル、ガイドライン（指標 2-3）」については、P/P の結果を踏まえて最終化の段階にあり、

プロジェクト期間内に目標を達成する予定である。 

指標 進捗状況 

2-1. トレーニング計画がすべて作成される。 指標 2-1：達成された。プロジェクトチームは作成

されたトレーニング計画に基づき研修を実施し、

研修実施後、参加者からのフィードバックに基づ

きトレーニングの内容、実施方法などの改善を継

続的に行った。 

2-2. 各県支所の少なくとも 1 名の職員が ToT を

受ける。 

指標 2-2：達成された。実施対象となっている全

31 県支所から職員が研修に参加した。実施 1 年

次に 12 県支所、2 年次に 10 県支所、3 年次には

9 県支所の職員に対して ToT 研修が実施され

た。なお、県支所とは別に、ADN から 1 名が参加

した。 

2-3. 指針、マニュアル、ガイドラインがすべて

作成される。 

指標 2-3：プロジェクト期間内の達成が見込まれ

る。MARENA は 2014 年 2 月に廃棄物管理政策

を策定した。プロジェクトチームは当該政策の内

容を精査した結果、これを指針とみなした。また、

ガイドラインとマニュアルについては、当初、計画

編と運用編から構成される予定であったが、利便

性も考慮し統合された。1 年次に作成された計画

編ドラフトは、2、3 年次に内容の修正、改定が行

われている。運用編は P/P の結果を踏まえ、最終

化を行っている。 
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成果 3：MARENA と協力機関との連携の下、モデル自治体・地方自治体連合体において P/P を行

いながら、地方自治体・地方自治体連合体の ISWM 計画作成の支援がなされる。 

成果 3 はプロジェクト期間中の達成状況が見込まれる。モデル自治体の選定（指標 3-1）、地方

自治体向け ISWM 研修報告書策定（指標 3-3）は達成された。他方、モデル自治体・自治体連合体

の報告書作成（指標 3-2）及びモデル自治体の ISWM 計画案の最終化（指標 3-4）はプロジェクト

期間内の達成が見込まれる。MANCOM 結成に伴い、供与機材として重機が投入されることになっ

たが、調達手続きが遅れている。そのため、P/P の達成には数か月の延長が必要な状況となってい

る。なお、MARENA が雇用しているプログラマーの相次ぐ退職により ISWM データベース構築が

遅れている。 

指標 進捗状況 

3-1. 選定基準に沿ってモデル自治体・地方自治体

連合体が選定される。 

 

指標 3-1：指標は達成された。モデル自治体とし

て選定された 3 つの自治体は、ドミニカ共和国

の産業・工業政策の観点より重点地区とされて

いる 31 か所の自治体の中から選定された。サン

チェス市はドミニカ共和国の最重要産業である

観光産業を要する地域からの選出である。モカ

市は観光産業に次ぐ産業である農業が盛んな地

域である。そして、アスア市は経済発展が遅れ

ている同国南部地域からの選出となっている。

また、2015 年 12 月にアスア市を中心に 6 つの

自治体より結成された自治体連合体が正式に法

務局（General Procurate）により承認された。 

3-2. 各モデル自治体・地方自治体連合体の調査報

告書が作成される。 

指標 3-2：達成が見込まれる。各モデル自治体単

独としての調査報告書は中間レビュー調査前に

作成済みである。他方、MANCOM の結成に伴

い、同連合体の能力アセスメントが実施され、

報告書の最終化段階にあり、2016 年 12 月まで

に完了予定である。 

3-3. 地方自治体向けの廃棄物管理研修（ISWM 研

修）の報告書が作成される。 

 

指標 3-3：指標は達成された。1 年次の実施内容

について報告書が作成された。2 年次以降はプ

ロジェクトではなく MARENA が継続実施して

いる。 

3-4. モデル自治体・地方自治体連合体のISWM
計画案を最終化する。 

指標 3-4：達成が見込まれる。現在、ISWM 計画

案の最終化の作業中であり、2016 年 12 月まで

の達成が見込まれる。 

 

成果 4：MARENA と協力機関との連携の下、周辺国と経験の共有と意見交換を通じて、地方自治

体（単独もしくは地方自治体連合体）の ISWM 計画が改善される。 

成果 4 はプロジェクト期間中に設定されている全部の指標が達成することが見込まれる。ワーク

ショップを通じた周辺国との情報交換（指標 4-1）、ワークショップ参加国からの情報入手（指標

4-2）、及び周辺国からのコメント入手（指標 4-3）は達成した。なお、終了時評価調査時点で達成

していない指標である、モデル自治体・地方自治体連合体の ISWM 計画（改訂版）が作成（指標

4-4）は、2016 年 10 月に達成される見込みである。 
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指標 進捗状況 

4-1. 周辺国との情報交換のための国際ワークシ

ョップが開催される。 

指標 4-1：達成される見込み。MARENA が開催

した国際ワークショップに、中央アメリカ及び

カ リ ブ 共 同 体 （ Caribbean Community ：

CARICOM）諸国より 1 年次に 11 カ国、2 年次

に 8 か国が参加した。なお、同ワークショップ

は 3 年次（2016 年 10 月）にも実施予定であり、

9 か国が参加予定である。 

4-2. MARENA が、ワークショップ参加の周辺国

から情報を得る。 

指標 4-2：達成された。「指標 4-1」同様に

MARENA は 1 年次、2 年次に実施した国際ワー

クショップより得た情報をまとめた報告書を作

成した。 

4-3. MARENA が、周辺国からコメントを得る。 指標 4-3：達成された。「自治体連合の結成を通

じた廃棄物管理の促進」「中央政府による地方

自治体支援」「民間セクターによるプラスチッ

クのリサイクリング」など周辺国から入手した

コメントは翌年のワークショップ準備計画及び

ISWM 計画策定に反映された。 

4-4. モデル自治体・地方自治体連合体の ISWM

計画（改訂版）が作成される。 

指標 4-4：達成された。国際ワークショップの開

催を通じて得られた周辺国における経験・知見

は ISWM 計画の見直しに反映された。特に自治

体連合の結成に対する関係自治体の関心や懸

念、また予算確保などの知見は MANCOM の形

成に非常に役立った。なお、C/P は自治体連合

体の結成と運営に経験豊富なエルサルバドルの

専門家とのコンタクトを確立した。 

 

成果 5：MARENA と協力機関と連携との下、施行令・施行規則（案）、自治体 ISWM 計画策定ガ

イドライン・マニュアルが成案となる。 

終了時評価調査時点ではいずれの指標も達成されていないが、各指標に対応する活動が最終段階

にあることより、2016 年 12 月に全指標の達成が見込まれる。なお、国政地方選挙キャンペーンの

影響による地方自治体との協働の遅れ、そして廃棄物に関する一般法の未成立が、成果の達成が遅

れる要因となった。なお、今後成立予定の廃棄物に関する一般法の内容次第では、プロジェクトが

作成した施行令・施行規則案（指標 5-1）、廃棄物関連法制度の枠組みに対する MARENA レベルで

の提案（指標 5-3）、自治体 ISWM 計画策定指針、ガイドライン・マニュアル（指標 5-3）の内容に

つき見直しの必要性が生じることも想定される。 

指標 進捗状況 

5-1. 施行令・施行規則案が完成する。 指標 5-1：達成が見込まれる。ただし、既存法に

よる整理と施行規則案策定は行われているが、

廃棄物に関する一般法の制定とかかわって、見

直しの必要性が生じる可能性も残されているな

ど、やや不確実性も認められる。 

5-2. 廃棄物関連法制度の枠組みに対する

MARENA レベルでの提案が最終化される。

指標 5-2：達成が見込まれる。P/P の実施を通じ

て得られた知見を反映した提案の最終化が行わ
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れており、2016 年 12 月に完成予定である。 

5-3. 「自治体 ISWM 計画策定指針、ガイドライ

ン・マニュアル」が完成する。 

指標 5-3：達成が見込まれる。指標 5-2 と同様に

P/P の経験、知見を反映作業中であり、2016 年

12 月に完成予定である。 

 

３－４ プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：ドミニカ共和国の ISWM の中央政府と地方自治体の管理体制が MARENA を

通じて、構築される。 

以下の課題が対処されれば、おおむねプロジェクト目標を達成することが見込まれる。 

プロジェクト目標の達成度を計測する 3 つの指標に関する達成度は以下のとおりである。「プロ

ジェクト成果を踏まえた MARENA 廃棄物関連法規定の改定（指標 1）」は達成された。「ISWM

計画を策定した自治体の把握と公表（指標 2）」は、2016 年 12 月に達成見込みである。ただし、

MANCOM における P/P については、機材調達の遅れに伴う活動遅延が認められたことから、完結

のためには短期間の延長が求められる。 

また、「県支所による自治体の ISWM 計画策定支援の実施（指標 3）」はプロジェクト活動によ

り初めて導入されたものである。そのため、プロジェクトによるゼロからのスタートであることを

考慮すると、県事務所の能力はおおむね向上したと評価できる。ただし、県事務所により自治体支

援能力に差が認められるため、MARENA は県事務所に対する能力強化支援を継続的に実施してい

くことが求められる。 

指標 進捗状況 

1. プロジェクト成果を踏まえて、MARENA の

廃棄物関連法規定が改定される。 

指標 1：達成された。策定済みの廃棄物関連法

規定に対して、廃タイヤ、鉛電池が関連法規定

に加えられた。なお、将来、廃棄物に関する一

般法が成立した場合、成立した内容により廃棄

物関連法規定について修正が必要になることも

想定される。 

2. MARENA は、ISWM 計画を策定した自治体

を把握し、これらの自治体名を公表する。

指標 2：達成が見込まれる。P/P の対象自治体で

あるモカ市とサンチェス市においては、2016 年

12 月までに ISWM 計画の完成が予定されてい

る。他方、アスア市に関しては MANCOM の成

立に伴い決定した、JICA による機材調達手続き

の遅延により、目標達成には数か月のプロジェ

クト期間延長が必要である。 

なお、終了時評価調査時点における各モデル自

治体における ISWM 計画策定状況は以下のとお

りである。 

 完了 未完了 

アスア MANCOM

による最終

処分場管理

コンセプト

策定 

環境修繕と

現行処分場

管理 
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モカ 現行処分場

のリハビリ

計画 

提案内容の

レビュー、提

案への新規

処分場計画

の追加 

サンチェス ごみの分別 P/Pの成果分

析とフィー

ドバック 

共通課題 現状確認、優

先順位設定、

推定ごみ分

量の算出、中

長期目標設

定（5 年、10

年、15 年） 

投資計画、活

動に必要な

コスト算出、

一般に対す

る ISWM 計

画の告知 

 

3. 県支所は、地方自治体からの要請に基づき、

地方自治体に対する ISWM 計画作成に関す

る支援ができる。 

指標 3：おおむね達成された。サンチェス・ラ

ミレス、サン・クリストバル、エルマナ・ミラ

バル、サンティアゴ・デ・カバジェロといった

県事務所は自治体に対するコンサルティング業

務を開始するとともに、市民に対する環境教育

活動の実施にも着手している。他方、更なる能

力向上が必要な県事務所も少なからず存在して

いる。管轄県事務所の能力、対応が不十分であ

ると感じ、MARENA 本部に直接問合せを行う自

治体も存在している。 

なお、当該指標が設定した達成度の定義では、

自治体の能力向上を正確に測定するには不十分

であり、ISWM 計画策定を支援できる職員数な

ど具体的な定義が必要である。 

 

３－５ 上位目標達成の見込み 

上位目標：ドミニカ共和国の全国の廃棄物管理状況が改善される。 

周辺国との ISWM システムに関する情報交換が、促進される。 

プロジェクト終了後、MARENA が必要な方策をとり、継続すれば、上位目標は達成が見込まれ

る。設定されている 4 つの指標の達成見込みは以下のとおりである。 

周辺国との定期的な情報共有（指標 4）については終了時評価調査時点で既に達成したと判断さ

れる。また、全地方自治体の 60％が研修を受講（指標 2）については達成が見込まれる。他方、2

つの自治体連合体を含む 31 地方自治体が ISWM 計画を策定（指標 1）、複数自治体による最終処分

が 3 か所で実現（指標 3）に関しては、MARENA がプロジェクト終了後も必要な方策をとること

で目標の達成が見込まれる。ただし、目標の実現には投資に関する具体的な方針、及び財務計画の

策定が不可欠となる。また、MARENA、県事務所、地方自治体の継続的な努力と協働に加えて、

財務省、国会といった中央政府の理解と支援を得ることが予算、財政上の問題解決に不可欠である。
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指標 進捗状況 

1. 少なくとも 2 つの自治体連合体の構成員であ

る自治体を含む31の地方自治体が ISWM計画

を策定する。 

 

指標 1：終了時評価調査時点で MARENA の 32

県事務所が ISWM トレーニングに職員を派遣し

た。また、1 つの自治体連合体の結成が実現し

た。さらに、P/P を実施するためにモデル自治体

として選定された 3 自治体に加えて、バニ市を

はじめとするいくつかの自治体では ISWM トレ

ーニングを実施後、自ら ISWM 計画の策定に着

手している。こうした状況より自治体間に

ISWM 計画策定の機運が拡大、普及していくこ

とが期待される。 

2. 存在する全地方自治体のうちの 60％の自治

体から少なくとも各 1 名の職員が研修を受け

る。 

 

指標 2：MARENA はプロジェクト終了後も

ISWM トレーニングの継続を決定している。他

方、県事務所は地方自治体に対するより一層の

アプローチが求められている。本プロジェクト

期間中に57地方自治体が ISWMトレーニングを

受講した。また、MARENA は 2017 年度予算案

に22自治体に対する ISWMトレーニング実施経

費、11 自治体に対する ISWM 計画診断経費を組

み込んでいる。終了時評価調査時点では 158 自

治体（Municipality）が存在しているが、2017 年

度以降も引き続き ISWM トレーニング関連に同

程度の予算が充当されれば、数年で目標が達成

すると見込まれる。 

3. 複数自治体による最終処分が 3 か所で実現す

る。 

指標 3：MANCOM はプロジェクトを通じて、効

果的、効率的な最終処分場管理を目的に結成さ

れた。他方、サントドミンゴ首都圏地方自治体

連合は、最終処分場の開発を新規に計画してい

る。両自治体連合ともに目的の実現には共通の

課題を解決する必要がある。1 つは財政に関す

る課題、そしてもう 1 つは関係機関間の合意形

成である。これらの課題を克服できれば、今後、

他地域に対する優良事例として活用することが

期待される。 

一方、バニ市においては、総務・管理部門にお

ける業務効率化を目的とした自治体連合が既に

結成されていることに加え、同市は廃棄物の最

終処分場建設に適当な土地を十分に所有してお

り、周辺自治体と連携しながら計画を推進して

いく意向を有している。 

これらの状況より指標の目標達成が見込まれ

る。 
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4. 周辺国との情報共有が定期的に行われる。 指標 4：国際ワークショップの開催を通じ、

MARENA は周辺国と良好な関係を構築し、WEB

を通じた情報交換、担当者同士の直接的なコミ

ュニケーションが行われている。これらは今後

とも定期的に情報共有が行われ、プロジェクト

終了後も継続が期待されるため、当該指標の達

成が見込まれる。 

 

３－６ プロジェクトの実施プロセス 

PO 第 2 版に示されているように、一部遅延を伴う活動も見受けられるが、大部分の活動はおおむ

ね予定通り実施されてきている。なお、活動の遅延理由としては、国政選挙の実施に伴う選挙キャン

ペーンの影響、廃棄物に関する一般法の未成立が挙げられる。 

 

（1）プロジェクト実施の促進要因 

1）ISWM に向けた MARENA のコミットメント 

MARENA は廃棄物を管轄する官庁として、ISWM を確立することに対して、プロジェクト開

始時点から終了時評価調査時点まで一貫して強いコミットメントを示している。さらに、国家開

発戦略 2030 に基づき「自治体のための政策」と称する ISWM 方針をプロジェクト開始時点で策

定済みであり、こうした MARENA の意欲的な活動は、円滑かつ効果的なプロジェクトの実施に

大いに貢献した。さらに、MARENA の強いコミットメントが MANCOM の実現の要因にもなっ

ている。 

2）MARENA の組織改革 

2014 年末までは 10 人の C/P メンバーが異なる 4 つの部局に所属していたため、指揮系統が統

一されておらず、プロジェクトの円滑な実施に少なからず悪影響を与えた。MARENA の組織改

革以降はすべての C/P メンバーは同じ部局に所属し、かつプロジェクトディレクターが廃棄物及

び地方自治局（Direction of Solid Waste and Municipal Issues）の局長に任命され指揮系統が一元化

されたことにより、プロジェクトの実施体制の改善に大きく貢献した。また、終了時評価調査時

点では、本プロジェクトの C/P である廃棄物関連部門は部（Department）から局（Direction）へ

の昇格申請が MARENA 大臣の承認を得ており、今後、正式に局への昇格が予定である。実現す

れば予算獲得など MARENA 省内における権限の強化につながることが期待される。 

3）アスア市長のリーダーシップと MARENA の継続的な支援 

ISWM 計画の推進には、自治体連合体の形成が理想的である。その一方で、自治体連合体の正

式な結成には法規面における手続上の困難さがある。そのため中間レビュー調査時点より

MANCOM の中核となるアスア市長が問題を解決し、自治体連合体の結成に強力なイニチアチブ

とリーダーシップをもって対応してきた。また、MARENA は法律アドバイザーを任命し、法規

上の手続きを促進するため多方面から支援を行ってきた。 

 

（2）プロジェクト実施の阻害要因 

1）自治体連合体結成に向けた合意形成の困難 

ISWM における課題に対して、自治体連合体を結成し対処することは有意義な方策であること
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を各自治体は十分に認識している。しかしながら、実際に連合体を結成する段階では、顕在化し

てくる経済面、政治面の課題に対する合意形成の困難さが自治体連合体の結成を妨げている。そ

のため、廃棄物管理を目的とした自治体連合体の数は、依然として非常に限られている。 

2）廃棄物に係る一般法及び関連法案に対する承認の遅延 

本来、当該法は本プロジェクトの開始前に成立していることが見込まれていたにもかかわらず、

終了時評価調査時点でも未成立である。そのため、プロジェクトは既存法令に基づいた対応を行

ってきたが、将来、拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility）の制度化や廃棄物エネル

ギー転換（Waste to Energy）などを検討する段階では既存法では対処が困難であるため、早急に

成立することが期待される。 

3）自治体・住民間の合意形成の難しさ 

廃棄物最終処分場の設置に関して、地方自治体と地域住民の間における合意形成は大きな困難

を伴うテーマである。また、このことが合理的な ISWM を推進するうえでの阻害要因の 1 つと

なった。プロジェクトは地方自治体、地域住民との合意形成プロセスに関して慎重な対応を行っ

てきたが、期待された成果の具現化は非常に困難であった。 
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第４章 評価結果 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は「高い」と判断される。MARENA の ISWM 能力の向上は、ドミニカ共

和国民のニーズ、MARENA のニーズに合致しており、ドミニカ共和国政府の開発政策、日本政府の

対ドミニカ共和国援助政策との整合性が高い。 

 

（1）受益者のニーズとの整合性 

  MARENA は廃棄物規制における責任官庁であるが、廃棄物管理における MARENA の責任と義

務は明確とはなっていない。この曖昧性を解消するために、組織としての MARENA の権利と責

任を明確に定めた廃棄物に係る一般法案が国会に提出された。本プロジェクトは、当該法案で規

定された廃棄物管理を実践するために MARENA が必要となる ISWM 能力の向上を目的としたも

のであり、MARENA のニーズに合致している。 

 

（2）ドミニカ共和国政府の開発政策との整合性 

  ドミニカ共和国政府は、国家開発戦略 2030 のなかで廃棄物収集の改善と最終処分場の持続性の

確保を重要政策と掲げている。また、同国家開発戦略を受け、MARENA は 2012～2016 年の戦略

計画のなかで、「都市廃棄物の総合管理プログラムの開発」「最終処分場の適正化」「3R（Reduce, 

Reuse and Recycle）の導入」の必要性を定めている。本プロジェクトはこれらの政策と合致した

ものである。また、本プロジェクトは、MARENA を通じて各地方自治体が ISWM 計画を自ら立

案、実行できることを目的としており、これはドミニカ共和国の推進する地方自治体の行政権限

強化方針とも一致している。 

 

（3）日本の対ドミニカ共和国援助政策との整合性 

  2011 年 8 月に実施した対ドミニカ共和国経済協力政策協議の結果などを踏まえ、近年のマクロ

経済発展を背景とした同国の自立的発展を維持させるべく、持続的な経済発展、貧困削減、環境

保全の 3 分野において、わが国は引き続き効率的・効果的な支援の実施を図ることとしている。

このうち、環境保全分野の都市環境改善においては、日本の地方自治体の取り組みをモデルとし、

人口集中の激しい都市部の廃棄物管理・下水処理など主要な環境衛生課題に対するドミニカ共和

国の取り組みをソフト面、ハード面の双方から支援していくとしている。こうした理由より、本

プロジェクトはわが国の対ドミニカ共和国援助政策及び JICA の事業実施計画とも合致している。 

 

（4）日本の技術的優位性 

  わが国は廃棄物分野において、ADN での開発調査、技術協力プロジェクト、サントドミンゴ市

への支援のほか、青年海外協力隊（JOCV）・シニアボランティアの派遣、課題別研修を多数実施

してきた。特に帰国研修員は、現在も環境分野での行政機関に所属する職員が多く、日本の技術

への信頼と JICA プロジェクトに対する理解があり、協力的である。また、これまでの中南米で

の廃棄物分野での技術協力の実績から、日本のノウハウ・経験の優位性を生かすことが可能であ

る。 
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４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は「やや高い」と判断される。終了時評価調査時点では、外部条件として

設定されている廃棄物に関する一般法が未成立であるものの、プロジェクト目標の達成を測るため 3

つの指標が設定されているが、2 つは達成されており、残る 1 つもプロジェクト期間中の達成が見込

まれる。 

 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

  プロジェクト目標はおおむね達成に向かい推移しつつある。プロジェクト目標の達成度を計測

するために設定された 3 つの指標に関する達成度は以下のとおりである。 

  「プロジェクト成果を踏まえた MARENA 廃棄物関連法規定の改定（指標 1）」は達成された。

「ISWM 計画を策定した自治体の把握と公表（指標 2）」は 2016 年 12 月に達成が見込まれる。た

だし、MANCOM における P/P については、機材調達の遅れに伴い活動が遅延しており、達成さ

れるためには数か月間程度のプロジェクト期間の延長が求められる。また、「県支所による自治体

の ISWM 計画策定支援の実施（指標 3）」はプロジェクト活動により初めて導入された点を考慮す

ると、県事務所の能力はおおむね向上したと評価できる。なお、十分に能力向上を実現したとは

言い難い県事務所も存在しており、MARENA はプロジェクト終了後も県事務所に対する継続的

な能力強化支援を実施していく必要がある。 

 

（2）プロジェクト目標と成果の因果関係 

  ドミニカ共和国において ISWM 政策を推進するためには、MARENA と自治体の役割を明確に

したうえで、それぞれの管理・計画能力の向上を実現することが必要である。この目的を達成す

るために 5 つの成果は段階的に設定されている。そのためプロジェクト目標達成に必要な要素を

網羅しており、成果からプロジェクト目標に至る因果関係は十分にあると判断される。 

 

（3）プロジェクト目標の達成に至るまでの外部条件 

  プロジェクト目標を達成するための外部条件として「廃棄物に係る一般法及び関連規則が有効

となる」が設定されているが、終了時評価調査時点では実現していない。しかしながら、現状で

は既存法令に基づく対応ができているものの、将来、拡大生産者責任の制度化や廃棄物エネルギ

ー転換などの政策が検討される段階では不可欠となる。 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は「やや高い」と判断される。専門家派遣に関しては、質量ともに十分か

つ的確なタイミングで投入がなされており、活動や成果の達成におおむね効率的に活用されている。

また、プロジェクト前半とは異なり、アスア市を中心とする自治体連合体が結成されたことは、効率

性の向上に大きく貢献した。 

 

（1）成果の達成状況 

  おおむねPOに基づく活動が実施されており、おおむね投入に見合った成果が算出されている。

本プロジェクトは 5 つの成果から構成されており、成果レベルでは合計 17 の指標が設定されてい

る。終了時評価調査時点ではそのうち 15 の指標が達成済みもしくはプロジェクト終了時までに達
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成が見込まれており、5 つの成果はおおむねすべて達成見込みである。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは終了時評価調査時点において、上位目標の達成見込みが期待される

こと、また、プロジェクトによる波及効果が確認されたことから「やや高い」と判断される。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

  終了時評価調査時点におけるプロジェクト目標及び成果の達成度から判断すると、MARENA

がプロジェクト終了後も必要な方策をとり活動を継続していけば、上位目標の達成が見込まれる。

上位目標に設定されている 4 つの指標のうち 2 つの指標は達成可能であるが、他の 2 つの指標「2

つの自治体連合体を含む 31 地方自治体が ISWM 計画を策定する（指標 1）」、「複数自治体による

最終処分が 3 か所で実現する（指標 3）」に関しては自治体連合体形成による広域処分場建設と関

連していることから、投資計画の検討・策定、財務計画の策定が必要となる。そのためには

MARENA の継続的な努力に加え、財務省、国会といった中央政府の理解と支援を得て予算、財

政上の問題を解決することが不可欠である。 

 

（2）波及効果 

  モデル自治体ではないバニ市において、MARENA 県事務所が実施した ISWM トレーニング受

講後、独自に ISWM 計画策定に着手した。具体的には廃棄物に対する市民の認識向上を目的とし

た学校、市民を対象にした環境教育の開始、また将来の廃棄物に関する条例制定を目的とした検

討などが挙げられる。さらに廃棄物に関する現在の廃棄物収集の効率を向上させるため、当該分

野に知見のあるボランティアの派遣を JICA サントドミンゴに対して要請もしている。 

 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は「やや高い」と判断される。終了時評価調査時点における評価では、政

策・制度面は「高い」、技術面は「やや高い」、組織面及び財政面に関しては「中程度」と判断される。 

 

（1）政策・制度面 

  政策・制度面の持続性は「高い」と判断される。「４－１ 妥当性」に述べたとおり、ドミニカ

共和国政府は「国家開発戦略 2030」で示しているように、廃棄物回収の効率性改善と最終処分場

の持続的利用方法の実現を政策として取り上げている。当該政策が近い将来、転換され、プロジ

ェクトに負の影響を及ぼす可能性は低いと判断される。 

  

（2）組織面 

  組織面の持続性は「中程度」と判断される。プロジェクト開始時点から 2014 年末まで、プロジ

ェクトの C/P が異なる部局に分散していたことが、2015 年に入ってから MARENA の組織改編が

行われ、C/P メンバー全員が同じ部局に所属し、プロジェクトディレクターが当該部署の長に就

任してからは、プロジェクト活動の実施に伴う調整、意思決定が非常に円滑に実施されるように

なった。廃棄物政策を担当する当該部署は「部（Department）」から「局（Direction）」への昇格が

予定されている。しかしながら、プロジェクト開始当初において成立が見込まれていた廃棄物に
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関する一般法が終了時評価調査時点においても依然として未成立である現状は、廃棄物政策の担

当省庁である MARENA にとって、今後 ISWM 計画を全国に推進していくに際して、大きな阻害

要因となりうる。 

 

（3）財政面 

  財政面に関する持続性は「中程度」と判断される。ISWM 担当部局はプロジェクト終了後も

ISWM トレーニング継続のための予算編成を行うなど、初年度と比較すれば改善傾向を示してい

るものの、当該予算は省内での承認を毎年得る必要があるため、予算額が変動する可能性があり

十分な持続性が確保されているとはいえない。今後、MARENA は ISWM の推進に必要となる予

算確保に一層の努力をすることが求められる。 

 

（4）技術面 

  技術面に関する持続性は「やや高い」と判断される。MARENA に対する技術移転が的確にな

されたことにより、MARENA が主体的に県事務所及び地方自治体の能力強化活動をを実践する

ようになった。他方、自治体連合体の形成と強化については、プロジェクトの支援で形成された

MANCOM の支援を通じて知見を蓄積することで、引き続き MARENA の能力強化が求められる。 
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第５章 結 論 

プロジェクト期間を短期間（供与機材の導入と活用による MANCOM の P/P の完結に要する数か月

の期間）延長するならば、プロジェクト目標の達成は実現可能であると判断される。他方、「廃棄物

に関する一般法」の成立、自治体連合体の結成に必要となるステークホルダーとの調整、そしてよう

やく誕生したアスア市を中心とする自治体連合体（MANCOM）に対する特別の支援が必要である。

特に MANCOM に対する支援は、MANCOM を成功モデルとして、今後 ISWM 計画の全国展開を実

現するためには、極めて重要である。 

5 項目評価については、妥当性は「高い」、有効性、効率性、インパクト、持続性については「や

や高い」と判断される。プロジェクト目標は前述のとおりおおむね達成することが見込まれる。また、

上位目標の達成については、プロジェクト終了後、MARENA が最終処分場の建設に係る具体的な投

資計画、財務計画の策定及び必要な財源確保を実現するために財務省、国会など中央政府の理解と支

援を得ることが求められる。 
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第６章 提 言 

（1）プロジェクト期間の短期延長（数か月程度）を行い、アスア市の P/P を完結すること 

  ISWM のドミニカ共和国全土への普及を実現するためには、自治体連合体の形成と発展が最重

要事項である。そのため、プロジェクトで誕生した MANCOM を成功モデルに導くことが重要で

ある。重機の調達遅延により最終処分場の運用、修繕、維持に係るトレーニングが実施されてい

ない。そのため、MARENA、MEPyD、JICA の三者は数か月のプロジェクト期間の延長を議論し

合意すべきである。 

 

（2）広域埋立処分場の投資・財源計画について検討すること 

  現在、多くの自治体が廃棄物処理の問題解決のため自治体連合体の結成に関心を抱いている。

その一方で最終処分場をどの自治体に建設するかについては、関係者間の合意形成が非常に困難

な課題である。合意形成を困難にしている大きな要因が財源の問題である。そのため MARENA

とプロジェクトはこうした現実に対応することが求められている。特に MARENA は具体的に財

源確保手段について調査、検証する必要がある。 

 

（3）廃棄物に関する全国データベース・システムを完成し、政策・計画決定に資するようにするこ

と 

  各自治体の最新の廃棄物管理情報が共有されることで、MARENA が全国自治体の廃棄物管理

状況を的確に把握し、有効な政策が実施可能になるという目的でデータベースが設計、投入され

た。だが、プログラマーの度重なる退職によりデータベースは未完成である。全国の自治体の廃

棄物管理状況を把握するためにも、早急にプログラマーを雇用し、データベース・システムを確

実に完成させることが求められる。 

 

（4）県職員を主たる対象とした ToT を継続開催し地方人材を育成すること 

  MARENA の全県事務所は、ToT に最低 1 名職員を派遣して能力強化を実現している。他方、自

治体の相談に対してすべての県事務所が十分な対応が行えているわけではない。事実、一部の自

治体では県事務所では十分な相談・指導が受けられないとして、県事務所を飛び越し MARENA

本部に直接相談するケースも散見される。こうした現状を踏まえると、MARENA は今後も県事

務所に対して能力強化支援を継続的に実施していくことが求められている。 

 

（5）広域廃棄物管理のための自治体連合の形成を促進すること 

  ISWM の実現のためには自治体連合の形成は最重要課題の 1 つであり、ドミニカ政府の政策と

も合致している。そのため MARENA は自治体連合の形成促進を継続していくことが求められる。 
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第７章 教 訓 

本プロジェクトより抽出された以下の教訓は、今後、類似プロジェクトを実施する場合、あるいは

相手国側の C/P に対して参考に資すると考えられる。 

 

（1）市長のリーダーシップと C/P の一貫した支援の重要性 

  利害関係が必ずも一致しない自治体をまとめて、自治体連合体の形成を実現に導くためには、

中核となる自治体首長の強力なリーダーシップが何よりも重要である。また、これを技術面、法

制面等の観点より強力にサポートする C/P の支援も不可欠である。 

 

（2）自治体側のコンタクトパーソン選定 

  選挙によってこれまでのコンタクトパーソンのほとんどが替わってしまうことも珍しくない。

そのため、コンタクトパーソンの選定に関してはプロジェクト開始当初より、選挙による影響を

想定し、人員交代による影響を最小限にとどめる配慮を施すことが望ましい。 
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第８章 団長所感 

１．終了時評価結果の概要 

終了時評価を合同評価方式（日本側委員 4 名、ドミニカ共和国側委員 4 名）で実施した。合同評価

の結果の概要は以下のとおりである。 

アウトプットレベルでは17指標のうち15指標はプロジェクト終了時点までに達成もしくは達成見

込みであり、2 指標についてのみ、一定の努力が必要である。両指標ともプロジェクト開始前の時点

で制定が予定されていたものの現在に至っても未制定の「廃棄物に関する一般法」に関連した課題が

認められる。とはいえ MARENA は両指標の達成について強い意欲をみせており、かつ 15/17（88％）

は達成または達成見込みであることから、5 つの成果のすべてはおおむね達成見込みであると評価さ

れる。 

プロジェクト目標レベルでは、3 つの指標のうち、1 指標は既に達成されているが、2 指標はプロ

ジェクトとして一定の努力が必要であることが明らかになった。これは、3 つのモデル地域にて実施

したパイロット・プロジェクト（ISWM 計画の策定とその検証のための現地活動）のうちアスア地域

の自治体連合の広域処分場運営管理に関する技術指導が供与機材の調達時期の遅延によりプロジェ

クト期間内に完結する見通しがないこと、県支所の人材育成が必ずしも十分でないことに由来する。

このうち前者については、供与機材の納入時期を勘案して数か月の期間延長を行うこと、後者につい

ては県職員向けの研修を MARENA の自助努力によって継続的に行うことが必要である。既に

MARENA は次年度研修開催の予算措置を講じており、よって、短期の期間延長により、プロジェク

ト目標の達成は可能であると評価した。 

上位目標については、4 つの指標のうち 2 つの指標が、達成可能であるが、他の 2 指標については

努力が必要である。とりわけ、自治体連合形成による広域処分場建設の課題とリンクしており、何ら

かの投資計画の検討が必要となる。 

評価 5 項目によるプロジェクトの総合評価を行った結果、妥当性「高い」、有効性「やや高い」、効

率性「やや高い」、インパクト「やや高い」、持続性「やや高い」という合同評価結果となった。大局

的にみてパフォーマンスの良好なプロジェクトであるといえるが、廃棄物に関する一般法の未制定、

自治体連合の組織化の困難、広域処分場建設に係る投資・資金面の不透明さ、という問題が上位目標

に向けたインパクトの発現や持続性の確保に対して制約を与えている。 

 

２．終了時評価に基づく提言 

以上の評価結果に基づき、①プロジェクト期間の短期延長（数か月程度）を行い、アスア市のパイ

ロット・プロジェクトを完結すること、②広域埋立処分場の投資・財源計画について検討すること、

③廃棄物に関する全国データベース・システムを完成し、政策・計画決定に資するようにすること、

④県職員を主たる対象とした廃棄物管理 ToT コースを継続開催し地方の人材を育成すること、⑤広

域廃棄物管理のための自治体連合の形成を促進すること、の 5 点を提言した。 

 

３．今後の支援協力の方向性 

本プロジェクトの経験によって MARENA は全国廃棄物管理に関する一元的な組織体制を確立し、

それを担う人材を擁するようになった。また知的物的資産として地方自治体に対する支援に使うテキ

スト、マニュアル、ガイドラインを多数作成することができた。パイロット・プロジェクトの実施に
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より、地方自治体・自治体連合レベルの総合的廃棄物管理計画策定支援の知見やノウハウも一定程度

獲得した。3 年間で多くの課題を成し遂げた MARENA 職員（C/P チーム）の意欲には大変高いもの

がある。 

次の段階で求められるのは、現段階でパイロット 3 地域に限定されている計画作りを全国に波及さ

せていく「全国展開」の課題である。また、全国展開に当たっては、自治体連合を組織化して効果的

効率的な広域廃棄物管理（特に広域処分場の建設と小規模オープンダンプの閉鎖）を導入することが

不可欠である。上位目標は、事実上これらの課題達成の里程標となっている。 

MARENA は既に、広域埋立処分場に関する新規技術協力のプロポーザルを作成し、ドミニカ共和

国政府部内に提出している。 

JICA の支援協力の方向性は、MARENA の内発性を損なうことなく、その持続可能な全国的廃棄物

管理を実現するために、以下の 3 つの項目について後継の技術協力（フェーズ 2）を行う必要性が認

められる。 

①  広域廃棄物処分場の立地計画、合意形成、設計、運営・管理に関するテクニカルなアドバイス 

②  自治体連合の組織化による広域廃棄物管理体制づくりへのアドバイスと人材育成支援 

③  協力成果の発展や MARENA の動向についてのモニタリング 

上記の技術協力は専門家派遣による技術指導アドバイスや現地研修コースが中心となり、比較的小

規模の投入が想定される。しかし「細くとも長く」5 年程度支援を継続することが協力効果を最大化

すると考えられる。 

なお、広域処分場建設自体については基本的にドミニカ共和国側の自助努力に依るが、財源に困難

があるところ、一案として複数の広域処分場建設をパッケージにした円借款による資金協力も検討の

価値があると考える。 
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 １．協議議事録（英語 西語） 

 Annex 1.  プロジェクト・デザイン・マトリックス （PDM）第 3 版 

 Annex 2  詳細活動計画（PO）第 2 版 

 Annex 3.  C/P 向け質問票 

 Annex 4.  評価グリッド
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